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1991 年から 2005 年までの TFP 成長率について整理し、マクロ的に各国の R&D 投資や
大卒者数と TFP の関係を時系列で比較、R&D 投資や大卒人材が TFP と関係しているか
を考察した。 




（３） 研究開発活動に関する指標と TFP 成長率との関係を把握するためのモデル式を構築し、
(2)で構築した接続データセットを用いて回帰分析を行った。そして、企業の研究開発活
動やイノベーション活動が当該企業の TFP の成長に与えた影響を計測・分析した。 





























































（１） 国際比較による我が国の TFP のマクロ的把握 




























































































我が国における TFP 成長率の推移を見ると、全製造業ではバブル経済の崩壊により 90 年代
前半の TFP 成長率はマイナスとなっている。1995 年と 1996 年の一時的な TFP 上昇はあるもの
の、2002 年までは TFP は低い伸び率であった。2003 年以降は景気回復を踏まえて TFP 成長率
も上昇を始めている(図表－４)。また、企業の研究開発費は、バブル経済の崩壊以前は順調に
増加していたが、1990 年代前半は減少傾向、後半から 2000 年にかけて微増傾向であった。
2003 年以降は再び増加しており、TFP 成長率の変化と同様の動きを示している（図表－５）。 


























②R&D 投資比率と TFP 成長率との関係 
国別の R&D 投資比率（対付加価値額）と TFP 成長率との関係をみると、日本は他先進国










































































































































































産業別にみると、日本の化学産業は R&D 投資比率は高いが TFP 成長率は比較的低水準、
電気機械も 2001 年以降は R&D 投資比率は他先進国と比較して高いが TFP 成長率は他先進
国と同水準で、近年は低下している。機械産業（電気機械を除く）では、日本は R&D 投資比率
は他先進国に比べて高く、TFP 成長率は 90 年代前半には低かったが、近年 R&D 投資比率と
共に大きく上昇している。 
図表- 7 研究開発投資比率と TFP 成長率の関係（産業別の国際比較） 






































































































他先進国では、化学産業では、ドイツが R&D 投資比率と TFP 成長率が共に高い水準にある。
機械産業（電気機械を除く）では、米国は R&D 投資比率は近年他先進国よりも低いが、TFP 成
長率は他先進国と同水準にある。 
 
③大卒者賃金シェアと TFP 成長率との関係 
国別の TFP 成長率と高度人材との関係を大卒者の賃金シェアをもとにみると、日本は韓国、
米国に次いで大卒者の賃金シェアは高いが TFP 成長率は 90 年代以降はそれ以前より低水
準にあるが、堅調に高くなっている（図表-8）。また、大卒者の賃金シェアと TFP 成長率ともに
上昇している。他国では、米国は大卒者の賃金シェアは 1990 年代前半は高く TFP 成長率も
他国と同水準であったが、1990 年代後半から両者はともに堅調に上昇している。 















高く、米国は大卒者の賃金シェアは高いが TFP 成長率が低水準にある。（図表－9） 
図表- 9 大卒者賃金シェアと TFP 成長率の関係（国際比較） 












































































































②売上規模と TFP 成長率の関係 
「企業活動基本調査」の対象企業（26,488 社）の 2001 年～2006 年にかけての個別企業の
TFP 成長率を計算し売上規模別に TFP 成長率をみると、売上規模の大きい企業ほど年平均
の TFP 成長率は高い（図表－10b）。売上規模の大きい企業ほど年平均の TFP 成長率は高
いものの、化学産業と一般機械産業は売上規模が中程度の企業群の TFP 成長率が最も高
い。また、TFP 水準の高い企業程、TFP 成長率が顕著に高い傾向にある。 
 
図表- 10 売上高規模別の研究開発投資比率及び TFP 成長率（製造業） 







上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%
 
 
（３） 科学技術関連指標と TFP の関係分析 
①R&D 投資の TFP 成長率への影響 
2003～04 年、2004～05 年、2005～06 年の TFP 成長率と様々な科学技術関連指標との関
係について、TFP 成長率を被説明変数に、研究開発に関連する各指標を説明変数として回
帰分析を行った(注)。その結果、「研究開発集約度」や「研究者数の対従業員数比」など、企業
                                                  











































注：「*」は 10%有意、「**」は 5%有意、「***」は 1%有意 
さらに、研究開発集約度を研究費の性格別に分けて推計すると、ラグ４期（３年前）の開発
研究が有意に正に寄与している。 





基礎研究 －   
応用研究 －   
ラグ１期 
（TFP 成長率計測期と同時期） 
開発研究 －   
基礎研究 －   
応用研究 －   
ラグ２期 
（TFP 成長率計測期の１期前） 
開発研究 0.079 ※ 
基礎研究 0.473 ※※ 
応用研究 －   
ラグ３期 
（TFP 成長率計測期の２期前） 
開発研究 －   
基礎研究 －   
応用研究 －   
ラグ４期 
（TFP 成長率計測期の３期前） 
開発研究 0.139 ※※※ 
注：「*」は 10%有意、「**」は 5%有意、「***」は 1%有意 
                                                  




②TFP 成長率に占める R&D 投資の寄与 
2003～06 年の全製造業の TFP 成長率 2.40％のうち研究開発活動が寄与した成長率は















































基礎研究開発集約度 －   
応用研究開発集約度 －   
開発研究開発集約度 0.139 ※※※ 
直 接 的 な 関
係 性 の 推 計
ケース 
（ラグ 4 期） 公的部門から投入された研究開発集約度 －   
基礎研究開発集約度 －   
応用研究開発集約度 －   
開発研究開発集約度 0.145 ※※※ 
基礎研究集約度×公的部門から投入された研究開発集約度 －  
応用研究集約度×公的部門から投入された研究開発集約度 52.338 ※※ 
交 差 項 に よ
る 関 係 性 の
推計ケース 
（ラグ 4 期） 
開発研究集約度×公的部門から投入された研究開発集約度 －  
注：「*」は 10%有意、「**」は 5%有意、「***」は 1%有意 
 






図表- 15 重要視する情報源と TFP 成長率の関係性の推計結果 
重要視する情報源 回帰係数（関係性を示す係数） 推計の有意水準
自社内の研究開発部門 －   
自社内の生産・製造・保守部門 －   
自社グループ内の他社 －   
サプライヤー －   
クライアント －   
競争相手・同業他社 0.028 ※※※ 
大学・高等教育機関 0.024 ※※ 
政府・非営利研究機関 －   
専門的な会議・学会 －   
専門的が雑誌・学会誌 －   







する主な指標が TFP 成長率に有意に正の寄与をしており、TFP 成長率は 3 年前の研究開発集約
度の回帰係数が大きいことから、企業の研究開発活動が TFP に影響を与えるまでにある程度の期
間が必要であることが推計された。そして、研究開発を実施している製造業の企業では、研究開発









































テムの国内導入量は大きく伸び、2007 年末までに累積 1.9GW までに達している（図表- 16）。
本調査において太陽光発電システムを導入した世帯の電力料金は 8 万円/年ほど節約され、



















































































ったところ、メバロチンの開発・普及によって、1991 年以降の 15 年間で国内の脂質異常症患



















































ラスから製造できるパネル枚数はこの 5 年間で 3 倍以上に増加している事が本調査から明ら
かにされた(図表- 20)。その結果、液晶・プラズマ用フラットパネルの単価は大きく下落し、国







れた。一方、事業者も HDTV 等の新製品の投入によって 3 倍程度まで利潤を増加させたこと
も推定された。 
 





図表- 20 フラットパネルに対する基板サイズと面取り数の関係 
 
第5世代 第5.5世代 第6世代 第9世代
2002年～ 2004年～ 2005年～ 2006年～ 2009年～
型 cm 1100×1300 1300×1500 1500×1850 1870×2200 1950×2250 2160×2460 2200×2500 2400×2800 2600×3000 2850×3050
23 58 8 21 21 32 32 30 40 40
26 66 6 18 18 18 24 24 32 32
32 81 3 6 8 12 12 15 15 18 24 24
37 94 3 6 10 18 18
40 102 4 15


































































出典： Gfk Japan および JEITA データより作成 
概要 
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第 1 部での TFP による分析が、我が国における国・産業に注目したマクロレベルでのイノベーショ
ン活動を分析の対象としているのとは対照的に、この第 2 部での分析では、個別の製品市場を取り


















































欧州においては、1992 年以降 4 年毎に欧州イノベーション調査(Community Innovation Survey: 
CIS)が実施されており、また 2001 年以来、毎年、「欧州イノベーションスコアボード」をとりまとめ EU
及び加盟国におけるイノベーションのパフォーマンスの評価と国際比較を行っている。 
米国では、2005 年当時のマーバーガー大統領補佐官の提唱に基づき NSF が”Science of 
Science and Innovation Policy: Sci SIP” プログラムを進めているとともに、商務省では「21 世紀経
済におけるイノベーションの計測に関する諮問委員会」における検討を進め、全要素生産性や知
的資産の計測、そのための経済統計や統計データ利用の改善と関連研究の推進などを 2008 年 1
月に勧告した。 












セスについて TFP（全要素生産性：Total Factor Productivity）を指標として用いて分析するもので
ある（第１部）。 
                                                  
(注1) America Competes Act: America Creating Opportunities to Meaningfully Promote Excellence in Technology, Education, 
and Science Act 






























































































アウトカム指標としての TFP データの分析 
 
第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 
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① 企業の研究開発投資は TFP 上昇に寄与していること、 






も加えて、わが国における研究開発活動等と TFP の上昇との関係について分析を行うこととする。 
技術革新や生産組織の変革が寄与しているといわれる TFP をイノベーションのアウトカム指標と
して捉え、TFP の変化と科学技術関係の各種指標の関係を企業のミクロレベルで計測し、研究開



































Ark, Mahony and Ypma (2007)が指摘したように EU と米国の経済成長の要因が異なる点が明ら
かになっている。EU 諸国は近年の経済成長率に対して、労働投入による効果が大きく、米国で
は、サービス業あるいは無形資産といった、TFP に影響を及ぼす要因が大きいと分析されている。



































 また、研究開発投資が技術革新あるいは TFP 成長率に影響を与えている点も指摘されている。













① 国際比較による我が国の TFP のマクロ的把握 
EU-KLEMS の日本、米、英、仏、独、韓に関するデータを用いて、全産業や業種別の
1991 年から 2005 年までの TFP 成長率について整理した。また、マクロ的に各国の R&D 投




経済産業省の「企業活動基本調査」をもとに 2003 年から 2006 年の個別企業（26,488 社）
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第２回：2009 年 1 月 22 日（木） 16:30～18:15 
・現在の調査の進捗状況について 
 











  A．THE EU KLEMS PRODUCTIVITY REPORT （2007） 







2000 年以降は景気後退の局面にある。TFP に対する ICT の寄与は依然として高いが、2000 年以
降はその寄与が低下しつつある。 
1995 年を境にして、日本の（付加価値）生産性は大きく低下しており、1973 年～1995 年の年間






  B．An overview of the EU KLEMS Growth and Productivity Account（2007） 
著者・編者 Douglas Koszerek, Karel Havik, Kieran Mc Morrow, Werner Röger and 
Frank Schönbor 
【主要な分析結果】 
1990 年以降、コスト的な理由と ICT の発展がグローバル化を大きく進展させている。これらの変
化は、経済規模やスピルオーバーといった観点とは異なり、多様な事業者による各種資源の再配
置の動向が要因となっている。 
米国では、2001 年以降で傾向が大きく変化する。2001 年以前は労働生産性が GDP の成長に
大きく寄与してきたが、2001 年以降、労働生産性はマイナスに反転しており、サービス業の寄与が
高く寄与するように変化している。 
EU では、労働生産性が引き続き GDP の成長に重要な要因となっており、米国の動向とギャッ





第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 
第１章 本調査研究のねらいと方法 
 11
  C．Productivity in Japan, the US, and the Major EU Economies: Is Japan Falling Behind?
（2007） 
著者・編者 Kyoji Fukao and Tsutomu Miyagawa 
【主要な分析結果】 
EU の主要国（英仏独伊）と日米の 6 カ国における 1995-2004 年にかけての経済成長率は、
1980-95 年にかけての成長率に比べ、全体的に上昇傾向にある。EU 主要国は経済成長率に労
働投入の伸びが寄与しているが、米国では TFP 成長率が寄与している。 




形資産への投資額の 1.5 倍におよんでいるとの研究成果もある。 
日本では、1995-2004 年にかけての経済成長率は、1980-95 年にかけての成長率に比べ、低
下傾向にある。electrical machinery、post and communication などの産業では TFP 成長率が高い
が、distribution services（retail、Wholesales、transportation）や一部製造業の TFP 成長率が低
いことがその要因となっている。また、日本では、高度人材が数多く存在するにもかかわらず、無形
資産への投資活動が米英に比べ不活発であり、ICT 投資額も少ないことが TFP 成長率の低迷を
招く一因となっていると考えられる。 
 
  D．EU KLEMS Growth and Productivity Accounts: Overview November 2007 Release（2007） 







また、米国との比較では、ヨーロッパ諸国の TFP 成長率、ICT 投資の伸び率は、ともに低い水準
にある。 
 



















  F．GGDC PRODUCTIVITY LEVEL DATABASE:  
INTERNATIONAL COMPARISONS OF OUTPUT,  
INPUTS AND PRODUCTIVITY AT THE INDUSTRY LEVEL（2008） 
著者・編者 Robert Inklaar and Marcel P. Timmer   
【主要な分析結果】 
生産性の比較分析を行うにあたって、成長率だけでなく、成長レベルも取り入れて分析した研究。






















考察している。1971 年-1998 年のマクロデータを用い、各資本ストックが TFP 成長率に及ぼす影
響を推計している。 





























2007 年 6 月の国民経済計算年報確報を受けて、成長会計モデルにより経済成長の基盤とな
る労働生産性上昇率を長期推計したもの。 
景気循環や人口動態の変化に左右されない構造的要因をみると、民間部門の長期的な生産
性上昇率は年率 2％台半ば程度（全要素生産性 1％程度、資本深化要因 1％強）で安定してお
り、これが日本経済の基礎力とみられること、1990 年代後半の経済混乱期に 1.4％まで低下した























































  A．日本製造業における R&D 活動と生産性：企業レベルデータによる実証分析（2005） 
著者・編者 乾友彦、権赫旭 
【主要な分析結果】 





































の TFP 水準を高める関係があるが、TFP の伸び率とはマイナスの関係である。外資比率の高い企
業ほど TFP の水準及び伸び率が高い傾向がある。ただし、外資比率の上昇は製造業では TFP
水準と正の関係を持っているが、小売業や狭義サービス業ではそうした関係が確認できない。 
 
  D．日本の TFP 上昇率はなぜ回復したのか：『企業活動基本調査』に基づく実証分析（2008） 
著者・編者 権赫旭、金榮愨、深尾京司   
【主要な分析結果】 




dynamics）分析を行い、製造業・非製造業いずれにおいても、2000 年代の TFP 上昇の加速は、










E．Skill Bias, Age and Organisational Change（2008） 
著者・編者 O’Mahony, Mary and Fei Peng  
【主要な分析結果】 































  B．研究開発投資の経済分析、『研究開発と設備投資の経済学 -経済活力を支えるメカニ























  D．R&D Capital, Rate of Return on R&D Investment and Spillover of R&D in Japanese 
Manufacturing（1989） 












































G．Are knowledge spillovers international or intranational in scope?  
 Microeconometric evidence from the U.S. and Japan（2001） 










第２章 国際比較による我が国の TFP のマクロ的把握 
 
第２章では、EU-KLEMS の日本、米、英、仏、独、韓に関するデータを用いて、全産業や業種別
の 1991 年から 2005 年までの TFP 成長率について整理し、マクロ的に各国の R&D 投資や大卒人

































                                                  
(注) なお、第２章で用いる EU-KLEMS のデータは。機械産業（電気機械を除く）に輸送用機械を含んでいる。 
1.7% 1.9% 1.5% 1.3% 2.3%
3.0%


























第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 






第２－２表  本章の分析で用いたデータの出所一覧 
データ 出所 定義 
付加価値成長率 EU-KLEMS Growth rate of value added volume (% per year) 
TFP 成長率 EU-KLEMS Contribution of TFP to value added growth (percentage 
points) 
付加価値 EU-KLEMS Gross value added at current basic prices (in millions 
national currency) 
R&D 投資 OECD.Stat R&D expenditure statistics performed in the business 
enterprise sector by industry (in million national 
currency) 









第２節 TFP 成長率の把握 
 
本節では、付加価値成長率や TFP 成長率の状況、及び付加価値成長率に寄与する TFP の
状況等を把握し、国際的に比較する。 
 
付加価値成長率、TFP 成長率に関して、1990 年から 2005 年の TFP 成長率について、５カ年





























 我が国における TFP 成長率の推移を見ると、全製造業ではバブル経済の崩壊により 90 年代前
                                                  
(注 1) 1991 の伸び率は 1990－1991 の伸び率である。従って、「1991－1995 の伸び率の平均」は、90-91、91-92、
92-93、93-94、94-95 の５年分の伸び率の平均。  
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半の TFP 成長率はマイナスとなっている。従業員のリストラ効果の影響を反映したと思われる 1995
年と 1996 年の一時的な TFP 上昇はあるものの、2002 年までは TFP は低い伸び率であった。2003
年以降は景気回復を踏まえて TFP 成長率も上昇を始めている。 
また、企業の研究開発費は、バブル経済の崩壊以前は順調に増加していたが、1990 年代前半
は減少傾向、後半から 2000 年にかけて微増傾向であった。2003 年以降は再び増加しており、TFP
成長率の変化と同様の動きを示している。 
 





































































                                                  
























































第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 

































                                                  
(注 1) 労働生産性成長率は次のように分解できる。 
労働生産性成長率＝(1-α)（資本装備率の伸び率）＋α（労働の質の伸び率）＋（TFP 成長率） 
   TFPqLhKLhy  ˆˆˆ1ˆˆ   
尚、上記第２－７図の資本深化には、資本装備率の伸び率および労働の質の伸び率が含まれている。 
































































一方、TFP 成長率については、その経年変化を分析するために、1991 年から 2005 年までを 5






第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 
第２章 国際比較による我が国の TFP のマクロ的把握 
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１．研究開発投資と TFP 成長率の関係 
 
「研究開発投資のレベルと TFP 成長率との関係」について、国際比較を行った。研究開発投









また、R&D 投資比率と TFP 成長率との関係を見ると、機械（電機を除く）では 1995 年以前は TFP
成長率がマイナスの値であったが、その後 R&D 投資比率と TFP 成長率共に大きく伸びている。一
方、化学産業では R&D 投資比率は横ばいであり、TFP 成長率はゼロに近い値からさらに低下して
いる。電機産業では、R&D 投資比率は伸びており、TFP 成長率は高い水準を維持しているが、
2001 年以降は低下している。 




























①：１ 991 - 1995 平均


























全産業に関して、R&D 投資比率と TFP 成長率の関係の国際比較を行ったのが第２－９図で
ある。日本は、他の先進国と比較して、R&D 投資比率が高いものの、TFP 成長率は低い。日本
の R&D 投資が TFP 成長率にむすびつきにくくなってきた背景として、イノベーション活動の効率
の低下があるという指摘がある（榊原 2003）(注)。 
一方、日本は 1987－1990 年平均と 1991－1995 年平均では、R&D 投資比率の増減はほと






















出典：EU-KLEMS 資料及び OECD 資料をもとに作成 
 
                                                  
(注 ) 榊原清則（2003）「展望論文：日本の技術経営－研究開発は経営成果と結びついているか－」、技術革新型企業創生プ











































第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 




全製造業に関して、R&D 投資比率と TFP 成長率の関係の国際比較を行ったのが第２－10 図で
ある。各国とも R&D 投資比率は 6～10%程度の範囲にある。しかし、TFP 成長率との関係は国によ
って異なる。 
各国でみると、日本は、R&D 投資比率は他先進国に比べて高いものの、TFP 成長率は低い。イ











































































また、日本の化学産業に関しては、2001 年－2005 年の TFP 成長率が落ち込んでいる。ここには、
2000 年代以降の資源価格の上昇に対して、販売価格に転化できていないことから利益を圧迫して
いる状況が指摘されており、ここにも一因があると考えられる。 
一方、R&D 投資比率、TFP 成長率ともに高い国はドイツである。 
 
















出典：EU-KLEMS 資料及び OECD 資料をもとに作成 
 
                                                  
(注) 「エネルギー・環境分野のイノベーション促進に資する主要企業の研究開発動向及び技術分野・産業別のイノ











































第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 




機械（電気機械を除く）産業に関して、R&D 投資比率と TFP 成長率の関係の国際比較を行った
のが第２－12 図である。日本を除くと、全体としては R&D 投資比率は近年では 4～6％程度である。
日本は、R&D 投資比率は他先進国に比べて高い。 






















出典：EU-KLEMS 資料及び OECD 資料をもとに作成 
 
 
                                                  
(注) 「エネルギー・環境分野のイノベーション促進に資する主要企業の研究開発動向及び技術分野・産業別のイノ









































電機産業に関して、R&D 投資比率と TFP 成長率の関係の国際比較を行ったのが第２－13 図




また、日本のみならず、他の先進諸国も、2001 年以降 TFP 成長率は低下している。 
 



























































第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 































































２． 高度人材と TFP 成長率との関係に係る分析 
 
研究開発活動の主な指標の一つである「人材」に着目して、産業別に国際比較を行った。
EU-KLEMS および OECD データの制限から、研究者そのものに関係するデータは入手できない
ことから、ここでは「高等教育を受けた人材の存在と TFP 成長率の関係」を見ることとし、産業別
に国際比較を行った。高等教育を受けた人材を示す指標として、大卒者の労働者全体に占める




者の割合と TFP 成長率の関係を議論することは妥当であると考えられる。 
 



































賃金シェア ： High-skilled labour compensation (share in total labour compensation)（2004年の数値）
資料：EU-KLEMS
大卒割合 ： Share of tertiary-level graduates in total employment, by gender 2004
資料：OECD(2007)"Science, Technology and Industry: Scoreboard 2007"
第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 










産業では大卒者の賃金シェアの増加と TFP 成長率との間にプラスの関連が見られる。 
 


















































①：１ 991 - 1995 平均
②：１ 99 6 - 2000 平均










TFP 成長率は低い。この理由としては、Fukao and Miyagawa（2007）(注)における、「日本では、高
技能人材が数多く存在するにもかかわらず、無形資産への投資活動が米英に比べ不活発であり、
ICT 投資額も少ないことが TFP 成長率の低迷を招く一因となっていると考えられる」という指摘が
ある。 
また、1991 年以降でみると、各国とも大卒者の賃金シェアは上昇しており、その中で日本とアメ
リカでは TFP 成長率も共に上昇しており、両者は関連して推移している。 
 
 



















                                                  















































第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 




















































































































































第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 






た。日本、アメリカ、イギリスでは 1996 年以降、大卒者の賃金シェアと TFP 成長率はともに上昇して










































































































































第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 











































































【R&D 投資比率と TFP 成長率の関係】 
国別の R&D 投資比率（対付加価値額）と TFP 成長率の関係をみると、日本は他先進国に
比較して R&D 投資比率は高いが、TFP 成長率は低い。産業別にみると、化学産業は R&D 投
資比率は高いが TFP 成長率は低水準、電気機械も 2001 年以降は R&D 投資比率は他先進
国と比較して高いが TFP 成長率は同水準である。他先進国では、例えば化学産業においてド
イツは R&D 投資比率と TFP 成長率が共に高い水準にある。機械産業（電機を除く）において、


































「企業活動基本調査」をもとに、2001 年から 2006 年にかけての個別企業（26,488 社）の TFP
成長率を計算した。これら計算した企業は、以下のような業種分布、企業規模分布の状況にあ
る。(注) 





















                                                  







食料品 1,248 327 47 34 1,656 23,488
繊維 606 49 2 3 660 21,519
パルプ・紙 903 110 14 11 1,038 6,685
化学 623 226 46 61 956 4,364
石油・石炭製品 27 12 3 12 54 407
窯業・土石製品 450 61 7 8 526 10,364
一次金属 327 101 16 15 459 6,666
金属製品 1,018 167 12 20 1,217 34,121
一般機械 1,283 219 36 36 1,574 28,878
電気機械 1,385 445 77 85 1,992 21,234
輸送用機械 761 282 49 61 1,153 12,141
精密機械 286 73 8 7 374 （一般機械に含む）
その他の製造業 1,183 240 26 19 1,468 88,781
製造業小計 10,100 2,312 343 372 13,127 258,648
建設業 331 100 9 6 446 280,023
電気・ガス・水道業 6 1 7 567
卸売・小売業 8,600 871 100 71 9,642 438,119
金融・保険業 6 1 7 17,978
不動産業 33 9 1 43 4,727
運輸・通信業 84 21 1 4 110 111,109
サービス業 2,454 506 64 64 3,088 70,619
鉱業 16 2 18 1,743
非製造業小計 11,530 1,511 175 145 13,361 924,885
（その他）332,302





平成 18 年の「事業所・法人統計」による企業数（名寄せ調整後）では、製造業が 258,648 社、
上記非製造業に対応する企業数が、924,885 社となっている。ここから、本調査分析で対応し
ているのは、企業数ベースで、製造業の約 5%、非製造業の約 1.4%である。 
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全産業 2,517  
 
第３－４図  各統計やデータセットの業種別内訳 









化学 一般機械 電気機械 その他の製造業 卸・小売り その他の非製造業
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第２節 ミクロデータに基づく TFP の状況 
 
１．売上高別にみた TFP 成長率の状況 
 
売上高によって昇順４区分で企業をグループ化し、各グループの 2001 年から 2006 年の TFP 平
均成長率をみた（第 3-5 図表～第 3-10 図表）。その結果、全製造業、電機産業、卸小売産業では、









第３－５図表  売上高別にみた TFP 成長率（全製造業） 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 3282 3282 3281 3281 




























上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%





第３－６図表  売上高別にみた TFP 成長率（化学） 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 239 239 239 239 















第３－７図表  売上高別にみた TFP 成長率（電機） 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 498 498 498 498
































上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%
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③一般機械 
第３－８図表  売上高別にみた TFP 成長率（一般機械） 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 394 393 394 393
















第３－９図表  売上高別にみた TFP 成長率（卸小売） 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 2410 2411 2410 2411

































上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%




第３－１０図表  売上高別にみた TFP 成長率（全産業） 
 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 6623 6622 6622 6622




























上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%
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２．売上高別にみた TFP レベルの状況 
 
売上高によって昇順４区分で企業をグループ化し、各グループの 2001 年から 2006 年の TFP 平






第３－１１図表  売上高別にみた TFP レベル（全製造業） 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 3282 3282 3281 3281
































上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%




第３－１２図表  売上高別にみた TFP レベル（全産業） 
 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 6623 6622 6622 6622

























上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%
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３．TFP レベル別にみた TFP 成長率の状況 
 
TFP レベルによって昇順４区分で企業をグループ化し、各グループの 2001 年から 2006 年の TFP




第３－１３図表  TFP レベル別にみた TFP 成長率（全製造業） 
 
TFP レベル 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 3282 3282 3281 3281 
































上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%





第３－１４図表  TFP レベル別にみた TFP 成長率（全産業） 
 
TFP レベル 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 6623 6622 6622 6622 




























上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%
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４．売上高成長率別にみた TFP 成長率の状況 
 
売上高成長率によって昇順４区分で企業をグループ化し、各グループの 2001 年から 2006 年の








第３－１５図表  売上高成長率別にみた TFP 成長率（全製造業） 
 
売上高成長率 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 2209 2209 2208 2208 































上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%




第３－１６図表  売上高成長率別にみた TFP 成長率（全産業） 
 
売上高成長率 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 4280 4280 4280 4280





































売上高によって昇順４区分で企業をグループ化し、各グループの 2001 年から 2006 年の研究開








第３－１７図表  売上高別にみた研究開発集約度（全製造業） 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 558 558 558 558 

























上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%




第３－１８図表  売上高別にみた研究開発集約度（全産業） 
 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 1,187 1,186 1,186 1,186 































売上高によって昇順４区分で企業をグループ化し、各グループの 2001 年から 2006 年の研究者
数の対従業員数比をみた（第 3-19 図表～第 3-20 図表）。全製造業で見ると、上位 1～25%の企業
グループで他グループよりも高い傾向を示している。製造業においては、売上高の大きな企業では
研究者の割合も高くなることがわかる。 
全産業では、上位 1～75%の企業グループでは、比率として、ほぼ 0.1 程度にあるが、上位 76～




第３－１９図表  売上高別にみた研究者数の対従業員数比（全製造業） 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 558 558 558 558 






























上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%




第３－２０図表  売上高別にみた研究者数の対従業員数比（全産業） 
 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 1,200 1,199 1,199 1,199 







































売上高によって昇順４区分で企業をグループ化し、各グループの 2001 年から 2006 年の公的研








第３－２１図表  売上高別にみた公的研究費（全製造業） 
 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25%
企業数（社） 558 558 558 558 


























上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%




第３－２２図表  売上高別にみた公的研究費（全産業） 
 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25%
企業数（社） 1,188 1,188 1,188 1,187 











































①-1 公的機関への平均支出額別 平均公的研究受入額（全製造業） 
第３－２３図表  公的機関への平均支出額別 平均公的研究受入額（全製造業） 
 
公的機関への支出 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 299 299 298 298
公的機関への研究開
発支出額平均（万円） 

























上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%
（万円）
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①-2 公的機関への平均支出額別 平均公的研究受入額（全産業） 
第３－２４図表  公的機関への平均支出額別 平均公的研究受入額（全産業） 
公的機関への支出 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 562 562 562 562
公的機関への研究開
発支出額平均（万円） 


























上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%
（万円）
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②-1 公的機関への平均支出額集約度別 公的研究受入額集約度（全製造業） 
第３－２５図表  公的機関への平均支出額集約度別 公的研究受入額集約度（全製造業） 
公的機関への支出 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 299 299 298 298
公的機関への研究開発
支出額集約度 














②-2 公的機関への平均支出額集約度別 公的研究受入額集約度（全産業） 
第３－２６図表  公的機関への平均支出額集約度別 公的研究受入額集約度（全産業） 
公的機関への支出 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 562 562 562 562
公的機関への研究開発支
出額集約度 

































上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%















第３－２７図表  売上高別にみたドクター保有者数の対研究者数比（全製造業） 
 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 550 550 550 550 

































第３－２８図表  売上高別にみたドクター保有者数の対研究者数比（全産業） 
 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 1,135 1,135 1,135 1,135 































上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%









・ 全産業、全製造業ともに、上位 1～25％および上位 51～75％の企業では特許保有数が伸
びている。 
 




第３－２９図表  売上高別にみた特許保有数伸び率（全製造業） 
 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 488 487 487 487
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第３－３０図表  売上高別にみた特許保有数伸び率（全産業） 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 488 487 487 487
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【売上規模等と TFP 成長率の関係】 
「企業活動基本調査」の対象企業（26,488 社）の 2001 年～2006 年にかけての個別企業の
TFP 成長率を計算し売上規模別に TFP 成長率をみると、売上規模の大きい企業ほど年平均
の TFP 成長率は高い。産業別にみると、全体として売上規模の大きい企業ほど年平均の TFP
成長率は高いものの、化学産業と一般機械産業は売上規模が中程度の企業群の TFP 成長
率が最も高い。 

















まず、TFP として、企業 f の t 時点（t>0）における TFP を、初期時点（t=0）における当該産業代




































ここで、Yft は t 期における企業 f の産出量、Xift は企業 f の生産要素 i の投入量、Sift は企業 f
の生産要素 i のコストシェアである。また、各記号上のバーは各変数の産業平均を表している。 
 
計 算 さ れ た TFP を も と に 、 lnTFP(2006)-lnTFP(2005) 、 lnTFP(2005)-lnTFP(2004) 、







被説明変数 Y=lnTFP(t+1)-lnTFP(t)に対して、各説明変数として、ラグ 1 期（ｔ期）、ラグ 2 期
（t-1 期）、ラグ 3 期（t-2 期）、ラグ 4 期（t-3 期）の 4 期分のデータを用いる。 
利用するデータは、開示された「科学技術研究調査」の各企業のデータ（1999 年～2006 年に
かけて 1 年でも研究開発活動を実施したことのある資本金１億円以上の企業(注 3)、7,032 社）と、
「企業活動基本調査」のデータに基づき TFP を推計した企業 26,488 社（章末参考資料を参照）
                                                  
(注 1) 昨年度の「イノベーション測定手法の開発に向けた調査研究」の算出方法に準拠。  
(注 2) XXX 1)ln(  より、 XXX  )ln(  
(注 3) 「科学技術研究調査」は、資本金１億円の製造業は全数調査であり、サンプル調査の資本金１億円未満の企業
と調査票も異なる。 
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を突合し、一致した 2,517 社である。そして、データのクリーニングを行い、企業毎の 4 期分のパネ
ルデータを作成した結果、サンプル数は約 6,000 となった。 
 
第４－１表  変数一覧（サンプル数、平均値は全産業、全企業のラグ 1 期のもの） 
変数 代理変数 利用可能データ サンプル数 平均値 





（基礎） 5,800 0.0017 
（応用） 5,800 0.0061 
性 格 別 研
究 開 発 支
出 の 集 約
度 
性格別研究集約度 
（ 基 礎 研 究 、 応 用
研究、開発研究支
出額） 
「 科 学 技 術 研 究 調
査」：性格別研究費 
（開発） 5,800 0.0277 
社 外 へ 支















5,800 0.0374 性 質 別 研
究 開 発 支







研 究 者 一












5,809 0.1156 研 究 開 発
人 材 の 割
合 ド ク タ ー 保 有 者 数
の対研究者数比 
「 科 学 技 術 研 究 調 査 」 ： 研 究 者
数、うち博士号取得者数 
5,570 0.0289 
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0.289 0.415 0.922 0.371 0.979 0.102 0.182 0.589 0.028
*** *** *** *** *** *** *** *** ** ― ―
0.212 0.099 0.160 0.294 0.024 0.133 0.178 0.127 -0.025
*** *** *** *** * *** *** *** * ―
0.053 0.128 0.386 0.251 0.080 0.246 0.074
*** *** *** *** *** *** *** ― ―
0.344 0.909 0.154 0.541
*** *** ― *** *** ― ― ―
0.539 0.034 0.158 0.252 0.048 0.037
*** ** *** *** *** *** ―
0.028 0.195 0.581 0.032
** *** *** ** ― ―
0.029 0.095 0.048 0.034
** *** *** ** ―
0.093 0.043 0.045












































第３節 科学技術関係指標と TFP 成長率の関係分析 
 





 要因外部からの知識流入の企業の研究開発活動の上昇 ,)(  TFP  

m
mmRTFPG   
 
η：推計式の定数項（説明変数では説明できない要因） 
























                                                  
(注) TFP 成長率を説明する標準的なモデル式は研究途上であるため、今回は想定される様々な説明変数を用いて試行した。 
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（ ）内は t 値。t 値は、その説
明 変 数 の 有 意 性 を 示 し て お





対象 全製造業 全製造業 全製造業 全製造業 全産業 全産業 全産業 全産業
a b c d e f g h
年ダミー、産業ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
研究開発集約度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.154 *** -0.150 *** -0.164 *** -0.168 *** -0.163 *** -0.157 *** -0.162 *** -0.163 ***
(-16.364) (-15.879) (-17.012) (-17.472) (-18.104) (-17.544) (-17.945) (-18.065)
ln売上高（ラグ1期） 0.004 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.004 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.005 ***
(4.137) (4.735) (4.984) (4.684) (4.403) (4.831) (5.045) (4.698)
研究開発集約度（ラグ1期） 0.077 * 0.050 *
(1.955) (1.917)
研究開発集約度（ラグ2期） 0.072 * 0.075 ***
(1.941) (2.937)
研究開発集約度（ラグ3期） 0.072 * 0.069 ***
(1.800) (2.611)
研究開発集約度（ラグ4期） 0.145 *** 0.068 **
(3.617) (2.494)
(定数) -0.029 ** -0.036 *** -0.039 *** -0.035 *** -0.025 ** -0.038 *** -0.031 *** -0.027 **
(-2.516) (-3.179) (-3.337) (-3.039) (-2.108) (-3.165) (-2.592) (-2.241)
R-squared 0.067 0.066 0.074 0.073 0.071 0.070 0.071 0.069





一 般 的 に、有 意 水 準 が 5%以 下
（ 「**」、「***」 ）であれば、説明
変 数 （ こ こ で は 「 研 究 開 発 集 約
度 」等 ）は被 説 明 変 数 （ここでは
TFP 成長率）に何らかの影響を与
えているとされる。 
また、5%～10% （  「*」  ）の際 に
も、確実 性は下がるものの、何 ら
















最 小 二 乗 法  ）法 を用 いて推
計したことを示す 
















対象 全製造業 全製造業 全製造業 全製造業 全産業 全産業 全産業 全産業
a b c d e f g h
年ダミー、産業ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
研究開発集約度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.154 *** -0.150 *** -0.164 *** -0.168 *** -0.163 *** -0.157 *** -0.162 *** -0.163 ***
(-16.364) (-15.879) (-17.012) (-17.472) (-18.104) (-17.544) (-17.945) (-18.065)
ln売上高（ラグ1期） 0.004 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.004 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.005 ***
(4.137) (4.735) (4.984) (4.684) (4.403) (4.831) (5.045) (4.698)
研究開発集約度（ラグ1期） 0.077 * 0.050 *
(1.955) (1.917)
研究開発集約度（ラグ2期） 0.072 * 0.075 ***
(1.941) (2.937)
研究開発集約度（ラグ3期） 0.072 * 0.069 ***
(1.800) (2.611)
研究開発集約度（ラグ4期） 0.145 *** 0.068 **
(3.617) (2.494)
(定数) -0.029 ** -0.036 *** -0.039 *** -0.035 *** -0.025 ** -0.038 *** -0.031 *** -0.027 **
(-2.516) (-3.179) (-3.337) (-3.039) (-2.108) (-3.165) (-2.592) (-2.241)
R-squared 0.067 0.066 0.074 0.073 0.071 0.070 0.071 0.069
サンプルサイズ 4,756 4,708 4,779 4,885 5,423 5,356 5,429 5,556  
注： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
 
                                                  
(注 1) TFP が企業規模と密接に関係しているため、企業規模の影響を考慮するために研究開発費の総額ではなく研究開発費
を売上高で除した研究開発集約度を用いた。 
(注 2) 2007 年度報告書「イノベーション測定手法の開発に向けた調査研究」では、産業別の研究開発集約度と TFP 成長率に






第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 




対象 化学 化学 化学 化学 一般機械 一般機械 一般機械 一般機械
i j k l m n o p
年ダミー、JIP産業ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
研究開発集約度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.133 *** -0.136 *** -0.139 *** -0.136 *** -0.288 *** -0.308 *** -0.280 *** -0.282
(-5.802) (-5.803) (-5.910) (-5.890) (-9.800) (-9.624) (-8.956) (-9.183)
ln売上高（ラグ1期） 0.005 ** 0.006 ** 0.006 *** 0.007 *** 0.004 * 0.004 0.003 0.003
(2.235) (2.418) (2.612) (3.017) (1.693) (1.507) (0.949) (1.148)
研究開発集約度（ラグ1期） 0.002 0.104 *
(0.022) (1.859)






(定数) -0.014 -0.022 -0.025 -0.033 -0.022 -0.021 -0.001 -0.010
(-0.653) (-1.027) (-1.183) (-1.604) (-0.876) (-0.784) (-0.044) (-0.361)
R-squared 0.047 0.051 0.052 0.053 0.180 0.172 0.156 0.160







対象 電気機械 電気機械 電気機械 電気機械 卸売・小売業 卸売・小売業 卸売・小売業 卸売・小売業
q r s t u v w x
年ダミー、JIP産業ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
研究開発集約度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.278 *** -0.261 *** -0.313 *** -0.306 *** -0.186 *** -0.170 *** -0.178 *** -0.172 ***
(-9.704) (-9.225) (-10.841) (-10.605) (-5.116) (-4.679) (-4.930) (-4.798)
ln売上高（ラグ1期） 0.017 *** 0.019 *** 0.023 *** 0.021 *** 0.004 0.001 0.005 0.003
(4.455) (5.057) (5.926) (5.343) (0.940) (0.211) (1.030) (0.694)
研究開発集約度（ラグ1期） 0.063 0.129 *
(0.370) (1.743)
研究開発集約度（ラグ2期） -0.094 0.245 ***
(-0.583) (3.004)




(定数) -0.115 *** -0.127 *** -0.157 *** -0.147 *** -0.019 0.001 -0.029 -0.009
(-3.033) (-3.423) (-4.099) (-3.800) (-0.444) (0.032) (-0.679) (-0.208)
R-squared 0.099 0.090 0.124 0.113 0.077 0.085 0.070 0.061





対象 医薬品 医薬品 医薬品 医薬品
y z aa bb
年ダミー ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○
研究開発集約度 ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.169 *** -0.199 *** -0.212 *** -0.204 ***
(-4.103) (-4.631) (-4.841) (-4.724)
ln売上高（ラグ1期） 0.006 0.010 ** 0.010 ** 0.010 **









(定数) -0.010 -0.042 -0.039 -0.043
(-0.236) (-0.958) (-0.896) (-1.004)
R-squared 0.066 0.096 0.100 0.087
サンプルサイズ 225 210 210 219  
注： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 











第４－６表  性格別研究費による TFP 成長率の推計結果 
被説明変数：TFP成長率
OLS 年ダミー、産業ダミーあり
対象 全製造業 全製造業 全製造業 全製造業 全産業 全産業 全産業 全産業
a b c d e f g h
年ダミー、産業ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
性格別研究開発集約度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.155 *** -0.151 *** -0.165 *** -0.169 *** -0.163 *** -0.158 *** -0.163 *** -0.164 ***
(-16.351) (-15.947) (-17.099) (-17.494) (-18.109) (-17.635) (-17.998) (-18.223)
ln売上高（ラグ1期） 0.004 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.004 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.004 ***











開発研究開発集約度（ラグ2期） 0.079 * 0.067 **
(1.749) (2.406)




開発研究開発集約度（ラグ3期） 0.055 0.062 **
(1.212) (2.196)




開発研究開発集約度（ラグ4期） 0.139 *** 0.046
(3.082) (1.589)
(定数) -0.028 ** -0.036 *** -0.038 *** -0.035 *** -0.024 ** -0.036 *** -0.030 ** -0.023 *
(-2.455) (-3.118) (-3.235) (-2.998) (-2.017) (-2.995) (-2.460) (-1.900)
R-squared 0.067 0.066 0.074 0.073 0.071 0.070 0.071 0.070
サンプルサイズ 4,756 4,708 4,779 4,885 5,423 5,356 5,429 5,556  
注： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
                                                  






対象 化学 化学 化学 化学 一般機械 一般機械 一般機械 一般機械
i j k l m n o p
年ダミー、JIP産業ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
性格別研究開発集約度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.132 *** -0.137 *** -0.140 *** -0.134 *** -0.292 *** -0.309 *** -0.282 *** -0.285 ***
(-5.706) (-5.749) (-5.903) (-5.758) (-9.867) (-9.607) (-8.958) (-9.245)
ln売上高（ラグ1期） 0.005 ** 0.006 ** 0.006 ** 0.007 *** 0.005 * 0.004 0.003 0.004

























(定数) -0.014 -0.024 -0.024 -0.037 * -0.025 -0.022 -0.003 -0.014
(-0.662) (-1.105) (-1.106) (-1.752) (-1.019) (-0.815) (-0.116) (-0.532)
R-squared 0.045 0.050 0.050 0.051 0.180 0.169 0.154 0.160
サンプルサイズ 910 892 895 913 668 665 682 696  
注： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
 
第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 





対象 電気機械 電気機械 電気機械 電気機械 卸売・小売業 卸売・小売業 卸売・小売業 卸売・小売業
q r s t u v w x
年ダミー、JIP産業ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
性格別研究開発集約度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.279 *** -0.264 *** -0.319 *** -0.309 *** -0.191 *** -0.173 *** -0.181 *** -0.172 ***
(-9.703) (-9.302) (-10.965) (-10.627) (-5.238) (-4.761) (-5.010) (-4.860)
ln売上高（ラグ1期） 0.018 *** 0.020 *** 0.024 *** 0.022 *** 0.003 0.000 0.002 0.000
(4.544) (5.176) (6.117) (5.433) (0.642) (-0.099) (0.544) (0.005)










開発研究開発集約度（ラグ2期） -0.010 0.245 ***
(-0.058) (2.814)




開発研究開発集約度（ラグ3期） 0.020 0.236 ***
(0.150) (2.866)






(定数) -0.119 *** -0.132 *** -0.165 *** -0.151 *** -0.009 0.013 -0.010 0.014
(-3.119) (-3.548) (-4.283) (-3.880) (-0.207) (0.288) (-0.233) (0.322)
R-squared 0.098 0.090 0.125 0.113 0.081 0.088 0.078 0.091







対象 医薬品 医薬品 医薬品 医薬品
y z aa bb
年ダミー ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○
性格別研究開発集約度 ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.174 *** -0.204 *** -0.221 *** -0.214 ***
(-4.082) (-4.570) (-4.873) (-4.739)
ln売上高（ラグ1期） 0.006 0.010 * 0.010 * 0.010 *

























(定数) -0.010 -0.038 -0.036 -0.039
(-0.224) (-0.850) (-0.806) (-0.904)
R-squared 0.061 0.088 0.095 0.083
サンプルサイズ 225 210 210 219  
注： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
 
第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 













第４－７表  各種科学技術関係指標による TFP 成長率の推計結果 
被説明変数：TFP成長率
OLS 年ダミー、産業ダミーあり
対象 全製造業 全製造業 全製造業 全製造業 全製造業 全産業 全産業 全産業 全産業 全産業
a b c d e f g h i j
年ダミー、産業ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
性格別研究開発集約度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
社外支出研究開発集約度 ○ ○
公的部門から投入された研究開発集約度 ○ ○
研究開発者数の対従業員数比 ○ ○ ○ ○
ドクター保有者数の対研究者数比 ○ ○
転入研究者数の対研究者数比 ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.169 *** -0.169 *** -0.169 *** -0.167 *** -0.167 *** -0.164 *** -0.164 *** -0.166 *** -0.164 *** -0.165 ***
(-17.501) (-17.482) (-17.220) (-17.505) (-16.771) (-18.223) (-18.213) (-18.082) (-18.389) (-17.568)
ln売上高（ラグ1期） 0.005 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.004 *** 0.004 *** 0.004 *** 0.004 *** 0.005 ***
(4.556) (4.578) (4.493) (4.401) (4.946) (4.360) (4.393) (4.095) (4.473) (4.753)
基礎研究開発集約度（ラグ4期） 0.377 0.389 0.379 0.421 0.644 *** 0.662 *** 0.640 *** 0.704 ***
(1.476) (1.528) (1.491) (1.643) (2.612) (2.696) (2.606) (2.838)
応用研究開発集約度（ラグ4期） 0.090 0.097 0.071 0.104 0.121 0.125 0.064 0.129
(0.709) (0.767) (0.547) (0.803) (1.155) (1.199) (0.590) (1.210)
開発研究開発集約度（ラグ4期） 0.134 *** 0.139 *** 0.122 ** 0.148 *** 0.038 0.045 0.004 0.055 *





研究開発者数の対従業員数比（ラグ4期） 0.014 0.042 ** 0.038 ** 0.041 ***





(定数) -0.035 *** -0.035 *** -0.036 *** -0.033 *** -0.039 *** -0.023 * -0.023 * -0.023 * -0.025 ** -0.031 **
(-2.976) (-2.994) (-3.008) (-2.868) (-3.273) (-1.909) (-1.905) (-1.876) (-2.199) (-2.472)
R-squared 0.073 0.073 0.073 0.073 0.074 0.070 0.069 0.070 0.071 0.071
サンプルサイズ 4,885 4,885 4,798 5,002 4,513 5,556 5,556 5,462 5,720 5,112  
注： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
 




(注 2) ただし、「ドクター保有者数」、「転入研究者数」については 2001 年以前のデータが取得できず、2 期以上のラグを取った
モデルではサンプル数が大きく減少するため、ここではラグ 2 期の推計結果を掲載している。 
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(1)  d 式及び h 式で推計されたパラメーターを用いて（研究開発活動のみが TFP を説明するモデ
ル）TFP 成長率の理論値を求め、サンプル企業の TFP 成長率理論値の平均値（売上高で重
み付けした加重平均値）を算出。 
(2)  d 式及び h 式で推計されたパラメーターを用い、基礎研究、応用研究、開発研究への投資額
が「０」の場合の TFP 成長率理論値を求め、サンプル企業の TFP 成長率理論値の平均値（売
上高で重み付けした加重平均値）を算出。 
(3)  (1)で求めた TFP 成長率理論値から(2)で求めた研究開発投資額が「０」の場合の TFP 成長率
理論値の差分を「研究開発活動による TFP 成長率」として算出。 
 
これにより以下のような研究開発活動による TFP 成長率への寄与が求められた。 
 
分析期間（2003 年～2006 年）における分析対象企業の産出量の成長率は、全製造業で 5.46%、
全産業で 5.32%となっており、そのうち TFP 成長率はそれぞれ 2.40%、2.24%と非常に大きな割合を
占めている。 
このうち研究開発活動による効果は、全製造業では TFP 成長率 2.40%のうち 0.67%分となり、全
産業では TFP 成長率 2.24％のうち 0.44％分となることが推計された。 
また、TFP の実績値と研究開発活動による TFP 成長率の比率を研究開発活動による TFP 成長
率の説明力（いわゆる「寄与度」）と捉えると、全製造業では 28%、全産業では 20％の TFP の変化を
説明していることが推計された。先行研究では、外部効果と内部効果を分けた場合に、内部効果
がＴＦP 全体の 67％という推計結果もあり(注 1)、妥当なレンジに入っていると考えられる。 
なお、本調査のデータセットは製造業、非製造業ともに研究開発を１年でも実施した企業が対象
となっており、資本金も 1 億円以上の企業(注 2)が対象となっている。このため、規模の大きな企業が
対象であるため、企業規模に依存しやすい TFP 成長率、及び産出量成長率が高めの水準となっ
ていることに留意すべきである。 
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第４－８図表  研究開発活動の TFP 成長率への寄与：推計結果 
 全製造業（ラグ４期） 全産業（ラグ４期） 
(1)TFP 成長率理論値 0.80% 0.67%  
(2)研究開発投資額が「０」の際の TFP
成長率理論値 




（TFP の実績値）(注 1) 2.40% 2.24% 
（産出量の成長率）(注 2) 5.46% 5.32% 





























                                                  
(注 1) 各企業の TFP 成長率の平均値（売上高で重み付けした加重平均値）。  


































mm ZRRTFPG   
 
η：推計式の定数項（説明変数では説明できない要因） 
δ、θ：推計式の回帰係数（説明変数が TFP 成長率に与える影響の大きさ） 
※前章での「性格別」研究費の分析結果より、全製造業においてはラグ 4 期のものが TFP 成長











第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 
第４章 ミクロデータによる科学技術関連指標と TFP の関係分析 
 87
具体的な分析項目は次の通りである。 





















第４－１０表  公的部門から投入された研究開発費と性格別研究費の交差項による TFP 成長率の推計結果 
被説明変数：TFP成長率
OLS 年ダミー、産業ダミーあり
対象 全製造業 全製造業 全産業 全産業
a b c d
年ダミー、産業ダミー ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○
性格別研究開発集約度 ○ ○ ○ ○
公的部門から投入された研究開発費集約度 ○ ○ ○ ○
「性格別研究開発集約度」と「公的部門から投入された研究費」の交差項 ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.169 *** -0.168 *** -0.164 *** -0.164 ***
(-17.482) (-17.434) (-18.213) (-18.139)
ln売上高（ラグ1期） 0.005 *** 0.005 *** 0.004 *** 0.004 ***
(4.578) (4.645) (4.393) (4.436)
基礎研究研究開発集約度（ラグ4期） 0.389 0.364 0.662 *** 0.619 **
(1.528) (1.414) (2.696) (2.473)
応用研究研究開発集約度（ラグ4期） 0.097 0.054 0.125 0.092
(0.767) (0.426) (1.199) (0.873)
開発研究研究開発集約度（ラグ4期） 0.139 *** 0.145 *** 0.045 0.045
(3.081) (3.154) (1.470) (1.464)
公的部門から投入された研究開発費集約度（ラグ4期） -0.070 -1.577 0.011 -0.054
(-0.138) (-1.488) (0.149) (-0.280)
基礎研究研究開発集約度（ラグ4期） 152.813 167.965
*公的部門から投入された研究開発費集約度（ラグ4期） (0.882) (1.105)




定数 -0.035 *** -0.035 *** -0.023 * -0.024 *
(-2.994) (-3.023) (-1.905) (-1.953)
R-squared 0.073 0.074 0.069 0.070
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0.058 0.057 0.035 0.061 -0.302 0.048 0.033
*** ― ― *** ** *** ― *** *** ― **
0.277 0.026 0.110 0.271 0.144 0.281 0.280 0.171 0.040











２．特許保有と TFP 成長率の関係の分析 
 










mm ZRTFPG   
 
η：推計式の定数項（説明変数では説明できない要因） 
δ、θ：推計式の回帰係数（説明変数が TFP 成長率に与える影響の大きさ） 
※説明変数はタイムラグを考慮して推計している。ただし、「ラグ 4 期の特許保有増加数/売上

















約も大きい (注 1)。 
また、特許出願や特許登録に際は、企業の意思決定のあり方や業種特性に左右されるもので
あるため、企業の研究開発活動の中間成果としてモデルに組み込むことには難しい側面もある(注 2)。
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第４－１３表  特許保有増加数による TFP 成長率の推計結果 
被説明変数：TFP成長率
OLS 年ダミー、産業ダミーあり
対象 全製造業 全製造業 全製造業 全産業 全産業 全産業
a b c d e f
年ダミー、産業ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○ ○ ○
特許保有数/売上高 ○ ○ ○ ○ ○ ○
特許保有増加数/売上高 ○ ○ ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.161 *** -0.158 *** -0.153 *** -0.157 *** -0.157 *** -0.154 ***
(-15.401) (-14.948) (-14.068) (-15.843) (-15.609) (-14.806)
ln売上高（ラグ1期） 0.005 *** 0.006 *** 0.006 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.006 ***
(4.583) (4.865) (5.121) (4.683) (4.822) (5.153)
特許保有数/売上高（ラグ1期） 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
(-0.802) (-0.918) (-1.077) (1.180) (-0.225) (1.309)
特許保有増加数/売上高（ラグ1期） 0.000 -0.001 *
(0.507) (-1.907)




(定数) -0.036 *** -0.041 *** -0.047 *** -0.025 * -0.041 *** -0.042 ***
(-2.742) (-3.063) (-3.387) (-1.720) (-2.708) (-2.648)
R-squared 0.073 0.071 0.068 0.071 0.075 0.068
























を「高、中、低、未利用」の 4 段階で評価した結果を利用し、分析を行った。 




                                                  
(注) Crespi,Criscuolo,Haskel&Slaughter(2007)“Productivity Growth, Knowledge Flows and Spillovers」”  
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ており、これらの調査データとの突合が可能な下記 703 社を分析対象とした。 
 






































第４－１５表  情報源に関する調査結果の概要 
重要度：高 重要度：中 重要度：低 非利用
自社内の研究・開発部門 407 150 58 88
（新たなイノベーション） 57.9% 21.3% 8.3% 12.5%
自社内の生産・製造・保守部門 189 215 163 136
（新たなイノベーション） 26.9% 30.6% 23.2% 19.3%
自社内の販売部門 260 197 121 125
（新たなイノベーション） 37.0% 28.0% 17.2% 17.8%
自社内の上記以外の部門 42 136 232 293
（新たなイノベーション） 6.0% 19.3% 33.0% 41.7%
自社グループ内他社 89 118 135 361
（新たなイノベーション） 12.7% 16.8% 19.2% 51.4%
サプライヤー 168 202 150 183
（新たなイノベーション） 23.9% 28.7% 21.3% 26.0%
クライアント･顧客 287 174 86 156
（新たなイノベーション） 40.8% 24.8% 12.2% 22.2%
競争相手・同業他社 87 164 144 308
（新たなイノベーション） 12.4% 23.3% 20.5% 43.8%
コンサルタント 36 87 121 459
（新たなイノベーション） 5.1% 12.4% 17.2% 65.3%
営利研究所・研究開発会社 32 79 103 489
（新たなイノベーション） 4.6% 11.2% 14.7% 69.6%
大学・高等教育機関 93 119 112 379
（新たなイノベーション） 13.2% 16.9% 15.9% 53.9%
政府・民間非営利研究機関 56 93 88 466
（新たなイノベーション） 8.0% 13.2% 12.5% 66.3%
専門的な会議・会合 86 175 179 263
（新たなイノベーション） 12.2% 24.9% 25.5% 37.4%
専門的な雑誌・学術誌 95 215 183 210
（新たなイノベーション） 13.5% 30.6% 26.0% 29.9%
見本市・展示会 109 219 208 167
（新たなイノベーション） 15.5% 31.2% 29.6% 23.8%  
出典：科学技術政策研究所「全国イノベーション調査」より作成 
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１． 各情報源の重要度をスコア化する。（高：1 点、中：2 点、低：3 点、未利用 4 点） 










３． 企業 i の情報源（j）からの知識流入の重要性の有無ダミーを以下のように作成する。 





































（新たなイノベーション） *** *** ―
自社内の生産・製造・保守部門ダミー -0.110 -0.084
（新たなイノベーション） *** ** ―
自社内の販売部門ダミー
（新たなイノベーション） ― ― ―
自社内の上記以外の部門ダミー
（新たなイノベーション） ― ― ―
自社グループ内他社ダミー 0.071
（新たなイノベーション） ― ** ―
サプライヤーダミー
（新たなイノベーション） ― ― ―
クライアント･顧客ダミー 0.075
（新たなイノベーション） ― ** ―
競争相手・同業他社ダミー 0.067 0.062
（新たなイノベーション） * * ―
コンサルタントダミー 0.069
（新たなイノベーション） ** ― ―
営利研究所・研究開発会社ダミー 0.062
（新たなイノベーション） ― ― *
大学・高等教育機関ダミー 0.265 0.185 0.106
（新たなイノベーション） *** *** ***
政府・民間非営利研究機関ダミー 0.165 0.104
（新たなイノベーション） *** *** ―
専門的な会議・会合ダミー 0.097 0.058
（新たなイノベーション） *** ― *
専門的な雑誌・学術誌ダミー 0.084 0.071
（新たなイノベーション） ** ― **
見本市・展示会ダミー 0.105
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η：推計式の定数項（説明変数では説明できない要因） 












ここでは、全産業の企業を対象に、2003 年度から 2005 年度にかけての TFP 成長率(注)を被説明
変数とし、「各情報源の重要度を示すダミー変数」を説明変数としたモデルの推計を行った。なお、
「全国イノベーション調査」は 1999 年から 2001 年にかけての各企業のイノベーションの状況につい
て調査するために、2003 年度に一度だけ実施された調査であるため、2003 年度から 2005 年度に
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競争相手・同業他社ダミー 0.025 ** 0.028 ***
（新たなイノベーション） (2.466) (2.737)














(定数) 0.085 *** 0.009
(2.686) (0.160)
R-squared 0.048 0.048










開発活動が TFP 成長率に影響を与えるまでにある程度の期間が必要であることが示唆された。 
第２に、研究開発集約度を研究費の性格別に分けて推計すると、ラグ４期（３年前）の開発研究
が有意に正に寄与していた。また、研究開発活動が TFP 成長率に与えた影響を推計すると、2001
年から 2006 年までの成長率に際して、全製造業の TFP 成長率 2.40%のうち 0.67%分を、全産業の
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KKNBK  ,,  
 
ただし、「企業活動基本調査」で報告されている有形固定資産額には土地を含まれている。土
地に関する報告は 1995 年と 1996 年しかされてない。ここでは、有形固定資産額に対する土地の
割合の産業平均を 1995 年と 1996 年のデータで計算し、各年の簿価の有形固定資産額からこの
割合の分を引くことによって土地を除いた簿価表示の有形固定資産額 (KNBf,t)を求めた。 
産業 i の実質純資本ストック (Kit)は 1975 年『法人企業統計調査』の「その他の有形固定資産額
期末値」を JIP2009 の投資デフレーター(注)によって 2000 年価格に変換し、実質純資本ストックの初










t IKK  )1(   
                                                  
(注) 『法人企業統計調査』の産業分類に基づいて投資デフレーターを再集計し、作成した。  
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Iit は、産業 i の t 期の名目投資（＝当期末その他の有形固定資産－前期末その他の有形固定
資産＋減価償却費）を投資デフレーターによって実質化したものであり、δit は、JIP2009 から求め
た、産業 i の t 期の資本減耗率(注 1)である。 





























   
 
ここで、zf,t は、1 単位の投資に対する固定資本減耗の節税分、ut は法人実効税率、λf,t は企




































                                                  
(注 1) 時期による資本財構成の変化による資本減耗率の変化を考慮するため、JIP2009 の実質資本ストックと資本財別の償却
率を用いて、『法人企業統計調査』産業分類別・年別に償却率を計算している。 
(注 2) 科学技術政策研究所「イノベーション測定手法の開発に向けた調査研究」（2008 年３月） 









（１）研究開発活動の TFP 成長率に対する一定の寄与度 
2001 年から 2006 年のデータをもとに分析した結果、「研究開発集約度」や「研究者数の対従
業員数比」など、企業の研究開発活動を規定する主な指標が TFP 成長率に有意に正の寄与を




約度が１単位上昇すると、TFP 成長率は 0.3 単位上昇する」といった結果が得られているが、本




本調査研究では、2003～06 年の全製造業の TFP 成長率 2.40％のうち、研究開発が寄与した

















                                                  
(注 1) Goto, A. and K. Suzuki（1989）は有機化学で収益性を 0.56、自動車産業の収益性を 0.33 と推計している。また、乾・権
（2005）は、全製造業の収益性を 0.163 と推計している。 
(注 2) 権・金・深尾（2008）は、TFP 上昇率を内部効果と市場参入・退出効果、再配分効果に分解しており、研究開発投資や IT




































る要因が TFP 成長率に寄与することについての有意な結果を得ることは出来なかった。 
2007 年度「イノベーション測定手法の開発に向けた調査研究」では、1986 年から 2005 年まで
の全期間の平均 TFP 成長率を被説明変数として試行した結果、電気産業や化学産業では研
究開発集約度が TFP に有意に正に寄与していたが、2000 年以降のみの期間をみると、業種別
で有意な結果を得ることはできなかった。本調査研究は、2007 年度調査よりもデータを拡充して
2000 年代のデータを分析したが、業種別に分けた分析では有意な結果を得ることができなかっ

























































  ittittittit DABp    （2） 
 








   













                                                  
(注) 分析対象企業の研究開発支出額は日本の製造業における全研究開発支出額の 4 割（1998 年）を占めている。  




変数 観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値
特許出願数 1540 667.2 1427.1 3.0 12052.0
特許請求項数 1540 3427.3 9187.5 7.0 92713.0
研究開発支出額の対数値 1540 15.8 1.4 9.6 20.0
研究開発スピルオーバーの対数値 1540 20.2 0.7 16.2 21.3
基礎研究支出額の対数値 938 13.8 1.6 7.2 17.5
応用研究支出額の対数値 1306 14.5 1.5 9.5 18.7






る。Hall, Griliches, and Hausman (1986)と Cincera(1997)の結果と比べて、20％ほど小さい数字で
ある。自社の研究開発支出の効果と違い、スピルオーバーと特許生産は大きなマイナスの関係に







lnR(0) -0.030 *** 0.094 ** 0.104 *** 0.140 ***
(0.006) (0.039) (0.003) (0.041)
lnR(-1) 0.042 *** 0.117 ** 0.022 *** 0.072
(0.007) (0.047) (0.003) (0.050)
lnR(-2) -0.020 *** 0.031 0.072 *** 0.051
(0.008) (0.047) (0.004) (0.051)
lnR(-3) 0.116 *** -0.020 0.026 *** -0.052
(0.010) (0.048) (0.005) (0.055)
lnR(-4) 0.038 *** 0.034 -0.031 *** 0.028
(0.010) (0.049) (0.005) (0.055)
lnR(-5) -0.011 0.018 -0.013 *** -0.026
(0.008) (0.039) (0.004) (0.044)
Sum of lnR 0.135 0.274 0.180 0.213
lnS(0) -1.736 *** -0.203 -2.605 *** 0.209
(0.062) (0.313) (0.027) (0.357)
lnS(-1) 0.205 ** 0.327 0.094 *** 0.165
(0.083) (0.415) (0.035) (0.476)
lnS(-2) -0.463 *** -0.233 -0.944 *** -0.428
(0.090) (0.442) (0.039) (0.507)
lnS(-3) -0.670 *** 0.405 -0.597 *** 0.714
(0.097) (0.466) (0.042) (0.538)
lnS(-4) 0.175 * -0.294 -0.408 *** -0.724
(0.103) (0.486) (0.045) (0.550)
lnS(-5) -1.225 *** -0.160 -0.501 *** 0.061
(0.084) (0.356) (0.038) (0.396)
Sum of lnS -3.714 -0.158 -4.959 -0.002
定数項 1.457 -1.087
(1.198) (1.142)
年ダミー 含む 含む 含む 含む



















lnB(0) -0.043 *** -0.028 -0.023 *** -0.034
(0.003) (0.002) (0.001) (0.023)
lnB(-1) 0.014 *** 0.022 0.036 *** 0.021
(0.004) (0.003) (0.002) (0.026)
lnB(-2) -0.034 *** 0.006 -0.030 *** 0.008
(0.004) (0.003) (0.002) (0.028)
lnB(-3) 0.017 *** 0.017 0.001 0.008
(0.004) (0.003) (0.002) (0.030)
lnB(-4) -0.018 *** 0.003 -0.071 *** -0.014
(0.004) (0.003) (0.002) (0.030)
lnB(-5) 0.084 *** 0.023 0.092 *** -0.007
(0.004) (0.002) (0.002) (0.027)
sum of lnB 0.019 0.043 0.005 -0.016
lnA(t) 0.067 *** 0.057 ** 0.100 *** 0.071 **
(0.005) (0.004) (0.002) (0.033)
lnA(-1) -0.022 *** 0.046 0.035 *** 0.037
(0.006) (0.004) (0.003) (0.036)
lnA(-2) 0.060 *** 0.058 * 0.026 *** 0.036 *
(0.006) (0.005) (0.003) (0.037)
lnA(-3) 0.016 *** -0.009 0.011 *** 0.005
(0.006) (0.005) (0.003) (0.037)
lnA(-4) 0.021 *** -0.036 -0.042 *** -0.075
(0.006) (0.004) (0.003) (0.036)
lnA(-5) -0.031 *** -0.020 -0.060 *** 0.012
(0.005) (0.003) (0.003) (0.033)
sum of lnA 0.111 0.096 0.070 0.085
lnD(t) 0.146 *** 0.048 0.249 *** 0.085 **
(0.007) (0.005) (0.003) (0.039)
lnD(-1) 0.070 *** 0.041 0.182 *** 0.014
(0.009) (0.006) (0.004) (0.043)
lnD(-2) 0.096 *** 0.061 0.122 *** 0.081 *
(0.009) (0.007) (0.004) (0.045)
lnD(-3) 0.065 *** -0.020 0.028 *** -0.051
(0.009) (0.007) (0.004) (0.047)
lnD(-4) -0.025 *** -0.007 -0.052 *** -0.041
(0.009) (0.007) (0.004) (0.046)
lnD(-5) -0.002 -0.041 -0.002 -0.011
(0.007) (0.006) (0.003) (0.040)


















の TFP が上昇したかどうかについて分析する。 
 イノベーションが TFP 上昇に与える効果を定量的に分析する際に内生性という計量経済学的上
の問題が存在する。イノベーションが TFP を高めるだけではなく、もともと TFP が高い企業でイノベ
ーションが起き、そのイノベーションにより TFP が高くなることが考えられる。このような内生性の問題





グループにおいて TFP 上昇に差異があるかどうかを検証するものである。 
 






全製造業 1,745 100  
 
 まず、多項ロジットモデル(Multinomial Logit Model)を利用して、各企業にイノベーションが起き
る確率を計測する。 
 













ここで、 tfI , は t 期に企業 f において起きたイノベーションのタイプ、つまりプロセス・イノベーション
（s=1）、プロダクト・イノベーション（s=2）、プロセスとプロダクト・イノベーションが同時（s=3）とイノベー
ションが起きなった（s=0）、を表す。 tfZ , は企業 f のｔ期におけるイノベーションの決定要因として考
えられる企業特性変数である。企業の特性に関する変数 tfZ , として以下の変数を用意する。 
① TFP のレベル：企業の技術水準を表す。 
② 企業の売上高の対数値：企業規模を表す。 





































第補－５表 製造業企業に対する多項ロジットモデル(Multinomial Logit Model)の推計結果：どのような企業でイ
ノベーションが起きるのか 
プロセス・イノベーションのみ プロダクト・イノベーションのみ プロセスとプロダクト・イノベーション同時
係数値 標準偏差 係数値 標準偏差 係数値 標準偏差
TFPレベル（2001） 1.838 1.040 * 0.517 0.728 0.778 0.731
企業規模 0.200 0.102 * 0.181 0.076 ** 0.326 0.081 ***
研究開発有無ダミー 4.280 0.520 ** 3.167 0.467 *** 1.850 0.618 ***
アメリカ研究開発拠点ダミー -0.430 0.890 -1.146 0.747 -0.112 0.742
国内研究開発拠点ダミー 1.785 0.587 *** 0.738 0.308 ** 0.225 0.325
協力経験あるダミー 1.762 0.358 *** 1.899 0.256 *** 2.294 0.253 ***
国内グループ会社ダミー 0.387 0.248 0.205 0.162 0.381 0.172 **
中央・地方政府機関から補助金支援ダミー 0.691 0.497 0.727 0.377 * 0.924 0.381 **
中央・地方政府機関から信用保証ダミー 1.337 0.706 * 0.997 0.489 ** 1.648 0.462 ***
イノベーションを保護するために特許などの
制度的な手段を使った経験ダミー 0.184 0.314 1.262 0.183 *** 1.085 0.192 ***
イノベーションを保護するために戦略的な
手段を使った経験ダミー 0.866 0.298 *** 1.195 0.179 *** 1.352 0.187 ***
化学産業ダミー -0.216 0.461 0.432 0.294 -0.028 0.316
電機産業ダミー -0.336 0.473 0.272 0.250 0.265 0.266
輸送用機械ダミー -0.630 0.498 0.105 0.259 -0.057 0.279
一般機械（精密機械含む）ダミー -0.498 0.436 0.476 0.249 0.282 0.272
金属製品・窯業産業ダミー 0.061 0.318 0.052 0.228 -0.114 0.243











(1) (2) (3) (4)
係数値 ｔ値 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値
プロセス・イノベーションのみダミー -0.009 -0.59 0.005 0.23 0.014 0.56 0.025 0.81
定数項 0.011 1.37 0.016 1.48 0.025 1.97 ** 0.022 1.14
企業数 143 138 130 114
R-squared 0.0024 0.0004 0.0023 0.0055
プロダクト・イノベーションのみダミー 0.027 3.07 *** 0.018 1.72 * 0.022 1.96 * 0.018 1.3
定数項 0.008 1.32 0.034 4.57 *** 0.050 6.7 *** 0.056 6.03 ***
企業数 570 549 514 461
R-squared 0.0163 0.0054 0.0074 0.0037
プロセスとプロダクト・イノベーション同時ダミ 0.029 3.37 *** 0.026 2.39 ** 0.039 3.16 *** 0.027 2.09 **
定数項 0.005 0.75 0.031 4.21 *** 0.045 5.73 *** 0.049 5.29 ***
企業数 603 573 534 489





















変数名 サンプル Treated Control %bias bias t    p>t
マッチング前 0.02965 -0.01352 37.6 3.25 0.001
マッチング後 0.02943 0.02279 5.8 84.6 0.35 0.725
マッチング前 8.6797 8.1631 41.5 3.91 0
マッチング後 8.7011 8.5749 10.1 75.6 0.61 0.54
マッチング前 0.19767 0.00852 65.1 11.56 0
マッチング後 0.12658 0.10127 8.7 86.6 0.5 0.619
マッチング前 0.02326 0.01065 9.7 1.04 0.299
マッチング後 0.02532 0.01266 9.8 -0.4 0.58 0.563
マッチング前 0.95349 0.82109 42.7 3.16 0.002
マッチング後 0.94937 0.93671 4.1 90.4 0.34 0.733
マッチング前 0.26744 0.03408 68.6 9.59 0
マッチング後 0.26582 0.10127 48.4 29.5 2.72 0.007
マッチング前 0.47674 0.34718 26.5 2.4 0.016
マッチング後 0.46835 0.41772 10.3 60.9 0.64 0.525
マッチング前 0.10465 0.02236 34.1 4.37 0
マッチング後 0.11392 0.06329 21 38.5 1.12 0.266
マッチング前 0.04651 0.01065 21.5 2.75 0.006
マッチング後 0.05063 0.06329 -7.6 64.7 -0.34 0.733
マッチング前 0.37209 0.19595 39.7 3.86 0
マッチング後 0.40506 0.11392 65.6 -65.3 4.4 0
マッチング前 0.37209 0.15122 51.7 5.29 0



















変数名 サンプル Treated Control %bias bias t    p>t
マッチング前 0.0241 -0.01352 30.1 4.86 0
マッチング後 0.02497 0.01044 11.6 61.4 1.44 0.151
マッチング前 8.9028 8.1631 57.4 9.49 0
マッチング後 8.9276 8.568 27.9 51.4 3.36 0.001
マッチング前 0.05935 0.00852 28.3 5.52 0
マッチング後 0.03406 0.02477 5.2 81.7 0.7 0.486
マッチング前 0.02374 0.01065 10.1 1.75 0.081
マッチング後 0.02477 0.01238 9.5 5.4 1.16 0.244
マッチング前 0.95252 0.82109 42.4 5.97 0
マッチング後 0.95975 0.94737 4 90.6 0.75 0.455
マッチング前 0.38872 0.03408 96.3 18.92 0
マッチング後 0.39009 0.09598 79.9 17.1 9.26 0
マッチング前 0.4184 0.34718 14.7 2.33 0.02
マッチング後 0.43034 0.39009 8.3 43.5 1.04 0.299
マッチング前 0.16617 0.02236 50.7 9.86 0
マッチング後 0.17337 0.05573 41.5 18.2 4.77 0
マッチング前 0.03858 0.01065 18.1 3.32 0.001
マッチング後 0.03715 0.02786 6 66.7 0.66 0.506
マッチング前 0.69139 0.19595 114.9 18.78 0
マッチング後 0.68421 0.55728 29.4 74.4 3.35 0.001
マッチング前 0.5905 0.15122 102 17.37 0






















変数名 サンプル Treated Control %bias bias t    p>t
マッチング前 0.04919 -0.01352 48 7.95 0
マッチング後 0.04538 0.02429 16.1 66.4 2.1 0.036
マッチング前 9.5659 8.1631 92.1 16.29 0
マッチング後 9.52 8.779 48.6 47.2 6.16 0
マッチング前 0.01458 0.00852 5.7 0.96 0.338
マッチング後 0.01471 0.01765 -2.8 51.4 -0.3 0.762
マッチング前 0.10787 0.01065 42 8.42 0
マッチング後 0.1 0.02059 34.3 18.3 4.41 0
マッチング前 0.95918 0.82109 45.2 6.37 0
マッチング後 0.95882 0.90588 17.3 61.7 2.76 0.006
マッチング前 0.55394 0.03408 138.7 27.41 0
マッチング後 0.55 0.09412 121.7 12.3 14.55 0
マッチング前 0.4898 0.34718 29.2 4.68 0
マッチング後 0.48824 0.44118 9.6 67 1.23 0.219
マッチング前 0.27988 0.02236 76.9 15.42 0
マッチング後 0.27353 0.05588 65 15.5 7.99 0
マッチング前 0.05248 0.01065 24.1 4.57 0
マッチング後 0.05294 0.02941 13.5 43.7 1.54 0.123
マッチング前 0.74344 0.19595 131.1 21.25 0
マッチング後 0.74118 0.50882 55.6 57.6 6.44 0
マッチング前 0.6793 0.15122 126.8 21.43 0
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補－３ R&D スピルオーバー効果の分析 
 
本節では、R&D と R&D スピルオーバーの生産性上昇への寄与を明らかにするため、TFP 上昇率
に R&D 集約度と R&D スピルオーバー集約度を回帰することで得られる収益率の推計することで、
研究開発と R&D スピルオーバー効果を分析する。 












TFPG   )()(  
 
ここで、TFPG は TFP 上昇率で、E と S は R&D 支出額と産業内の企業間 R&D スピルオーバーであ
る。 
分析するためのデータとして、政策投資銀行の『財務データバンク』と総務省の『科学技術研究調










   







ここで、 if は企業 i の 30 技術分野別に研究開発の分布情報が含まれている。このように計測され
たωは、1 であると企業間の技術が完全に一致し、0 になると企業間の技術は全く違うことになること
を意味する。 
 第補－10 表には分析に利用した変数の記述統計が示されている。 
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第補－10 表 記述統計量 
変数 観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値
全製造業
TFP上昇率 5348 0.056 0.194 -2.672 1.990
R&D集約度 5348 0.203 0.205 0.001 3.443
R&Dスピルオーバー集約度 4873 16.798 31.332 0.001 385.339
1996年-2005年
TFP上昇率 3274 0.076 0.196 -2.672 1.442
R&D集約度 3274 0.182 0.175 0.001 2.582
R&Dスピルオーバー集約度 3116 18.392 34.776 0.015 385.339
1986年ー1995年
TFP上昇率 2074 0.025 0.187 -1.093 1.990
R&D集約度 2074 0.235 0.241 0.003 3.443
R&Dスピルオーバー集約度 1757 13.971 23.789 0.001 242.358
化学産業
TFP上昇率 1063 0.053 0.145 -1.028 0.807
R&D集約度 1063 0.308 0.167 0.039 1.408
R&Dスピルオーバー集約度 983 20.056 29.930 0.039 242.358
電気産業
TFP上昇率 808 0.168 0.237 -0.833 1.990
R&D集約度 808 0.355 0.363 0.020 3.443
R&Dスピルオーバー集約度 730 40.299 49.603 0.009 385.339
輸送用機械産業
TFP上昇率 524 0.046 0.126 -0.696 0.695
R&D集約度 524 0.175 0.136 0.009 0.714
R&Dスピルオーバー集約度 469 17.296 36.560 0.015 256.706
機械産業
TFP上昇率 885 0.046 0.217 -1.960 1.259
R&D集約度 885 0.177 0.134 0.009 0.903
R&Dスピルオーバー集約度 806 20.936 29.362 0.038 310.248
その他の製造業
TFP上昇率 2068 0.021 0.185 -2.672 1.442
R&D集約度 2068 0.107 0.077 0.001 0.625





R&D と R&D スピルオーバー集約度は１期ラグにかえて利用した。パネル A が全サンプルを利用し
た場合の推計結果で、パネル B は期間別推計結果で、パネル C は産業別の推計結果である。 
 
輸送用機械のみに限定して行った推計結果を除けば、R&D と R&D スピルオーバー効果は正で
有意である。すべの推計式において、企業の固定効果を考慮すると R&D の収益率が高いことが観
察された。固定効果モデルの推計結果に基づいて議論する。全サンプルのデータを用いた場合の
R&D 収益率が 18％で、R&D スピルオーバーの収益率は 0.1％である。これらの収益率の上昇と全
サンプルの平均 R&D と R&D スピルオーバー集約度を利用すると、R&D と R&D スピルオーバーの
弾力性を計算できる。R&D の弾力性は 0.035 で、R&D スピルオーバーの弾力性は 0.017 である。
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これは、R&D 支出額が 10％上昇すると付加価値額が 0.4％増加することを意味する。 
1995 年以前、1996 年以降の 10 年間ずつ分割して推計した結果を見ると、「バブル経済」崩壊直
後の期間を含む前期に比べて、後期において R&D 収益率 8％程度高くなっている一方で、スピル
オーバー効果は 0.4％ほど下がっている。 





































R&D集約度 0.169 *** 0.175 ***
(0.016) (0.030)





OLS 固定効果モデル OLS 固定効果モデル
1986-1995 1986-1995 1996-2005 1996-2005
R&D集約度 0.131 *** 0.283 *** 0.210 *** 0.363 ***
(0.019) (0.058) (0.024) (0.053)         
R&Dスピルオーバー集約度 0.001 *** 0.004 *** 0.001 *** 0.000 *
(0.000) (0.001) (0.000) (0.000)
R-squared 0.156 0.106 0.200 0.190         
サンプルサイズ 1,965 1,965 2,908 2,908         
パネルC（産業別）
OLS 固定効果モデル OLS 固定効果モデル OLS 固定効果モデル OLS 固定効果モデル
R&D集約度 0.113 *** 0.166 *** 0.152 *** 0.249 *** 0.062 * 0.110 0.233 *** 0.525 ***
(0.031) (0.058) (0.034) (0.050)         (0.033) (0.140) (0.056) (0.088)         
R&Dスピルオーバー集約度 0.000 ** 0.002 *** 0.001 *** 0.001 *** 0.000 0.001 *** 0.001 *** 0.003 **
(0.000) (0.001) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.001)
R-squared 0.124 0.060 0.439 0.427         0.268 0.243 0.236 0.187         




（注4）* p<.1, ** p<.05, *** p<.01
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するための産出デフレーターは JIP2008 の産出デフレーターを DBJ の産業分類に合わせて作成し
た。産出額が 0（零）また負の場合、サンプルから除いた。中間投入額を求めた。 
売上原価＋販売費・一般管理費－(賃金総額＋減価償却費＋研究開発費) 





各企業の実質純資本ストック (Kf,t)は、以下のように恒久棚卸法 (Perpetual Inventory Method: 
PI 法)によって作成された。 
 
tftfttf IKK ,1,, )1(    
 
初期値は 1970 年の土地を除いた、簿価表示の有形固定資産額 (KNBf,t)を JIP2008 の投資デフレ















間は JIP2008 から取った。 
 
                                                  
(注 1) JIP2008 の資本データを DBJ の産業分類にあわせて調整し、再集計することによって作成した。 
(注 2) JIP2008 の資本データを DBJ の産業分類に基づいて再分類し、資本財ストックと資本減耗額を再集計することによって作
成した。産業別の資本財構成の変化による資本減耗率を考慮しているため、ここで求めた減耗率は時間とともに変わるため、添
































ここで、zf,t は、1 単位の投資に対する固定資本減耗の節税分、ut は法人実効税率、λf,t は企業




































6．R&D と R&D スピルオーバー集約度 
R&D 集約度と R&D スピルオーバー集約度は、実質 R&D 支出額と実質 R&D スピルオーバー額





















第 1 章 本調査のねらい 
 
第 1 節 調査の背景と目的 
 





















第 2 節 対象技術の選定プロセス 
 
 事例の抽出にあたっては、NISTEP Report No.80 と No.89 の「科学技術振興による経済・社会・
国民生活への寄与の定性的評価・分析」（インパクト調査）で選定された 310 の技術リストを用いた。
インパクト調査では、技術の実現時期や社会・経済等への重要性を定期的に把握している「技術






して、経済的インパクト、社会的インパクト、国民生活へのインパクト、公的関与の 4 指標で 100 を上
限とした指数化がなされている。 
 本調査研究の具体的な事例抽出は次に述べるような段階的な方法で行った。技術リストは、過去
10 年程度の間に実現し、既にインパクトをもたらしている「インパクト実現技術」と、今後 10 年程度の
間に実現し、インパクトを今後もたらすと考えられる「インパクト未実現技術」に分けられる。このうち、
「インパクト実現技術」をとりあげ、「公的寄与+経済インパクト」の合計値 90 以上、インパクト（経済・







































・ 住宅電力供給用太陽電池システム（技術番号 505、エネルギー分野） 




・ 動脈硬化の発症機構解明とその応用（技術番号 106、ライフサイエンス分野） 




・ 高精細度大型カラーフラットディスプレイ技術（技術番号 207、情報通信分野） 
・ 高性能かつ低消費電力のプロセッサ LSI 技術（技術番号 202、情報通信分野） 
 
                                                  
（注） 以前は高コレステロール症あるいは高脂血症という名称だったが、2007 年 7 月に日本動脈硬化学会により脂質異常症に
名称が変更された。 
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（注 1） インパクト調査の実現技術のうち、「公的寄与+経済インパクト」の合計値 90 以上、インパクト（経済・社会・国民）合計値
150 以上を選んだ。 
（注 2） 分野の数値は該当する 8 分野を示す（1 ライフサイエンス、2 情報通信、3 環境、4 ナノテク・材料、5 エネルギー、6 
製造、7 社会基盤、8 フロンティア）。 
①指数 ②指数 ③指数 ④指数
経済IMP 社会IMP 国民IMP 公的寄与
2 214 インターネット　（オープンで低価格な利用環境によるグローバルなコンピュータ通信ネットワーク） 84 88 82 31 115 254
2 122 高機能、多機能化をもたらした携帯電話技術　（高通話品質、小型・長寿命・充電容易、撮影機能等） 87 77 85 23 110 249
8 806 高精度測位衛星システム（GPS）とその応用 76 75 71 45 121 222
4 415 リチウム電池の小型化・長寿命化技術 71 68 70 36 108 209
1 103 がんの早期発見、診断技術 65 68 74 63 129 208
4 408 太陽電池 69 67 67 53 122 203
2 226 高性能パソコン　（1990年代の大型コンピュータと同等性能） 71 67 62 20 91 201
3 316 大気汚染、騒音公害を起こさない低公害自動車　(例えば電気自動車） 66 70 62 40 106 198
7 711 ハイブリッド自動車 65 70 57 32 97 192
2 431 高精細度大型カラーフラットディスプレイ技術 72 54 64 21 93 190
2 828 高記録密度の光メモリ技術　（DVD-RAM等） 73 57 61 22 95 190
2 506 高性能かつ低消費電力のプロセッサLSI技術 69 61 57 24 93 188
1 107 高コレステロール症治療薬 69 55 63 40 109 187
6 611 廃棄物選別回収システムおよび、再生原料や再生品を生産・流通・消費する循環システム 53 69 61 39 92 184
2 201 MPU用の高クロック周波数のLSI技術 71 58 53 26 97 182
4 404 シリコン単結晶製造技術 71 56 54 39 110 181
7 713 大型貨物自動車の窒素酸化物排出量低減技術 51 65 62 42 93 179
4 416 ＤＮＡチップ　（遺伝子発現解析ツール） 55 64 58 67 122 178
4 407 有機半導体デバイス(有機ＥＬを含む） 66 56 52 48 114 174
4 411 光触媒材料 57 61 56 54 111 174
4 402 超LSI製造のための高分解能の半導体微細加工・計測技術 68 57 48 51 119 174
2 520 高速光加入者系システム 59 59 56 32 91 173
2 429 光多重通信技術　（大容量信号多チャンネルの多重化・伝送） 61 59 51 39 100 172
1 109 新興感染症の予防ワクチン 47 60 63 60 107 171
1 102 発がん過程を促進する環境要因の発見とそれに基づくがんの予防策 48 59 61 64 113 169
2 829 高精細度デジタルテレビ（HDTV）技術 58 53 58 37 95 169
3 306 オゾン層を破壊せず地球温暖化の点でも問題がないフロン・ハロン代替品製造・利用技術 60 59 49 43 103 168
2 727 ITS（インテリジェント・トランスポート・システム）および要素技術（GPS、ETC、VICS等） 55 58 54 43 98 167
8 803 人工衛星によるリモートセンシング技術 56 59 52 66 122 167
8 805 自動車、船舶、航空機移動無線システムのための低軌道周回衛星通信システム 59 57 50 49 108 165
3 319 自動車のリサイクル技術 58 58 49 32 90 165
5 508 自動車動力用バッテリー技術 56 60 49 35 91 165
7 716 道路交通情報システム　（VICS、カーナビ等で交通情報を提供） 54 53 57 40 94 164
3 301 衛星からの地表（地上、海洋）のモニタリングシステム 55 63 45 73 127 163
1 112 AIDSの治療法 44 62 56 60 104 162
7 703 震度７クラスの地震に対する建築物の設計・解析技術 53 56 52 51 104 161
3 311 窒素酸化物の排出削減技術 54 54 52 42 96 161
7 702 巨大地震発生時の構造物や地盤の正確な挙動シミュレーション技術 46 61 52 63 109 160
1 106 動脈硬化の発症機構解明（一部解明を含む）とその応用 53 49 57 54 107 159
7 701 局地的な気象予報技術　（集中豪雨・豪雪等の短時間予報を含む） 44 56 58 74 119 158
7 719 公共交通機関のバリアフリー化およびバリアフリーの街づくり技術 41 56 59 50 91 157
3 303 地球温暖化および気候変化の予測技術 45 61 50 65 110 156
5 505 住宅電力供給用太陽電池システム 47 57 52 46 93 156
1 101 がん化機構解明（転移機構、一部解明を含む）とその応用 49 51 55 65 114 156
8 804 人工衛星を利用した航空交通管制システム 50 58 46 56 106 154
1 121 動物培養細胞による医薬品等有用物質の生産技術 60 43 50 50 110 153
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第 2 章 対象技術 1――太陽光発電 
 

































た初期では、EPT は 10 年程度であり、半導体向けシリコンウェーハを再融解して太陽電池向けに
加工していたため投入エネルギーに無駄が多く、製造プロセスに要するエネルギーの大きさからクリ
ーンエネルギーとしては懐疑的な見方もあった。現在の主流である多結晶シリコン太陽電池では、


































 近年の動向をみると、次の 2 点が特徴としてあげられる。第 1 に、直近 10 年間における導入量の
伸びが顕著である。国内累積導入量をみると、1998 年には約 100MW であったが、2007 年には１．
９GW まで増加している。国内市場において本格的に市場が成長しつつあるといえる。第 2 に、ドイ
ツにおける太陽光発電導入量の急激な伸びである。ドイツでは、2004 年の再生可能エネルギー法
（EEG）の改正によってフィード・イン・タリフ制度（固定価格買取制度）に基づく買取りが強化された。














































市場が世界的に拡大しつつある。全世界での太陽電池の生産量は、1994 年には 70MW 前後であ
ったが、2007 年には 3.7GW までに達し、約 15 年間で生産量が 50 倍強伸びている。日本は、世界
最大の生産国である。太陽光発電システムの基幹部品である太陽電池セルを供給するメーカーの
上位には日本企業が名を連ね、長らく技術面でも生産面でも世界をリードしてきた。日本の国際競
争力が強い製品の 1 つといえる。 
 しかし、太陽光発電産業が世界的に成長するなかで、太陽電池の生産量も急激に伸び、新規参
入や新たな潮流がでてきている。第 2-2-2 図をみると、2005 年の生産量では日本のシャープ、京セ
ラ、三洋電機、三菱電機が生産量のシェア上位となっているが、2007 年には長らく世界第一位の




















































































京セラは 1970 年代のオイルショックとサンシャイン計画を背景に、1975 年から太陽電池メーカーと
して研究開発を始めた。1970 年代末には太陽電池の製品化に成功し、1980 年代末には太陽光
エネルギーから電力への変換効率で業界を牽引した。2005 年の太陽電池生産量では世界第 3 位

































の伸び率は創業から 4 年間で 100 倍を超え、Q-Cells 以上の成長をみせている。2007 年には 32
万 7000KW の発電能力の太陽電池を製造し、京セラを抜いて世界三位のメーカーに浮上した。 
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太陽光発電は 40～50 円/kWh、同じクリーンエネルギーとして注目されている風力発電は 10～24
円 kWh（どちらも NEDO 調べ）であり、2006 年の家庭用電力料金の全国平均値 23 円/kWh と比べ
ると、太陽光発電のコストは約 2 倍となっている。こうした発電コストが相対的に高い点は普及への
大きな障害となっている。総合資源エネルギー調査会需給部会が 2004 年 2 月にまとめた資料では、












の成長を見込んだ各社の生産計画では、シャープが 2008 年の 160MW から 2010 年には 6GW へ、




























2007 2008 2009 2010 2011
ｔ
第 2-2-4 表 太陽電池用シリコンの生産計画 
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 中長期的な研究開発の戦略を促進するために、NEDO は 2004 年度に「2030 年に向けた太陽光
発電ロードマップ（PV2030）」を策定した。ロードマップでは、2030 年までに累積導入量 102MW、発




の競合を可能にすることが必須となる。2005 年時点での太陽光発電の発電コストは 40 円～50 円
/kWh と考えられているが、ロードマップでは太陽光発電の発電コストを 2010 年に従量電灯料金並


















 NEF による住宅向け補助金事業は、1994 年から 2005 年までの 12 年間で総額 1,300 億円が給
第２部 具体的なイノベーションが産業及び国民生活に与えたインパクトの測定 
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付され、太陽光発電システムの普及促進に大きく寄与したと考えられている。財政構造改革の一環
として 2005 年度をもって一旦終了した補助金制度であるが、2008 年度後半（2009 年 1 月）から再
開されるなど、その注目度は依然高い。第 2-2-5 図に太陽光発電 1kW あたりの補助金額の推移を
示す。（注）1994 年には導入量 1kW につき 90 万円だったが、太陽光発電システムの価格低下ととも
に毎年減額され、最終年度となった 2005 年においては 1kW あたり 2 万円が支給された。 
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 太陽光発電の普及に必要な補助金はどの程度の規模が妥当であろうか。図 2-2-5 は住宅向け
太陽光発電システムの導入量とシステム価格の推移を示したものである。システム価格をみると、
1997 年に容量 1kW あたりのシステム価格は約 105 万円だったのに対し、2007 年には 67 万円程
度まで下落している。2003 年前後までは太陽光発電の導入量とシステム価格は反比例しており、




                                                  
 
（注） 1994 年度から 1998 年度にかけての給付金額は、NEF 定義式にシステム価格を代入して算出される金額と、
これとは別に設定された基準額のうち低い金額が適用される。計算式に全国平均でのシステム価格を代入したとこ








も含めた新エネルギーの導入目標量全体を義務づける RPS(Renewable Portfolio Standard)を採用
する国等もあり、日本は RPS を法律により義務づけている（なお、日本では、電気事業者による自主







































 第 2-2-7 図は 2008 年現在でみた太陽光発電システム向けの補助金制度を導入している市町村
第２部 具体的なイノベーションが産業及び国民生活に与えたインパクトの測定 






























/kWh)を用いた。1 世帯あたりの年間発電量と電力料金換算値の推移を第 2-2-8 図に示す。 
 
























 太陽光発電による電力料金は年毎に変動幅があるものの、7 万 5 千円から 8 万 6 千円程度であ
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2．CO2 排出量の削減効果 
 太陽光発電は発電時に CO2 を発生しないため、その普及によって通常の化石燃料を用いた発
電によって発生する CO2 排出量を削減することができる。第 2-2-9 表は、現時点の日本の電力のラ
イフサイクル全体での二酸化炭素排出原単位である。化石燃料による火力発電では、発電量
1kWh につき 680g の二酸化炭素を排出するのに対して、太陽光発電では 46g～93g と排出量が非
常に低い。 
 




太陽光発電 46～93  
           出典：NEDO 報告書および中央環境審議会資料 
 
 
 以下では、これまでの太陽光発電システムの普及が、現時点でどれだけの CO2 排出量の削減効
果をもたらしたのかを推計する。ここで計算する削減量は太陽光発電で発電された電力量を第
2-2-9 表の電力平均と太陽光発電の排出原単位の差を使って CO2 排出量の差に換算した値であ




58.61g-CO2 を利用している。第 2-2-10 図にこれまでに導入された太陽光発電システムの年間発
電量と、それがもたらした CO2 排出量の削減分を示す。太陽光発電システムの普及によって、現時
点までに累積で 264 万トンの CO2 排出量が削減されたと推計された。またこれらの太陽光発電シス
テムがそのライフサイクル全体（20 年間を想定）で削減する CO2 排出量はおよそ 750 万トンである。 
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まず、1．の需要関数の推定には、1997 年から 2005 年度までの都道府県ごとの住宅向け太陽光発
電の導入量のパネルデータを用いる。また、価格データについては太陽光発電システムの全国平
均価格を用いる。これらのデータはいずれも NEF 公表のデータである。 
なお 1994 年から 1996 年までの 3 年間は補助金制度がモニター事業として行われたため、太陽光
発電システムの価格データが収集されていなかった。このためこの期間を分析から除くものとする。 
 j 県の t 期における太陽光発電システムの導入量として、以下の需要関数を仮定する。 
 
ここで は太陽光発電の導入量(kW)、 はシステム価格、 は導入量に影響を与える要因、
は都道府県の固定効果(例えば独自の助成制度など)、そして は残差である。 の候補と


















第 2-2-11 表 住宅向け太陽光発電システムの需要関数の推定結果 
（1) (2) (3) (4)
システム価格 -6.254 *** -6.256 *** -6.902 *** -6.931 ***
(0.415) (0.417) (0.426) (0.409)
世帯数 19.544 *** 19.546 *** 17.052 *** 17.365 ***
(0.525) (0.525) (0.699) (0.660)
年間日照時間 -0.019 -0.316
(0.237) (0.242)




決定係数R2 0.893 0.893 0.894 0.894
多結晶シリコン価格を操作変数に用いて2段階推定
変数はすべて対数値、また括弧内の数値は標準誤差を表す









を 満 た す 。 ま た 、 お よ び
である。 
 次に推定された限界費用の値を企業の生産性に影響を与える変数に回帰し、費用関数を推定
する。推定する費用関数は以下の Cobb-Douglas 型関数である。 
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第 2-2-12 表 費用関数の推定結果 
(1) (2) (3)
キャパシティ 0.005 0.006 ** 0.006 **
(0.010) (0.002) (0.002)
習熟効果 -0.011 -0.014 ** -0.014 **
(0.010) (0.005) (0.005)
多結晶シリコン価格 0.189 *** 0.190 *** 0.190 ***
(0.020) (0.016) (0.016)
トレンド -0.276 *** -0.270 *** -0.270 ***
(0.022) (0.010) (0.010)
企業固定効果 Yes Yes Yes
残差の分散不均一a No Yes Yes
残差の自己相関b No No Yes
Durbin Watson 統計量 1.261 ** 1.261 ** -
BP 統計量c 4.950 * - -
自己相関係数ρ - - 0.110
F 統計量 451.300 *** - -
Wald χ2 統計量 - 2.38E+09 *** 5.50E+08 ***
推定モデル : log(mcit) = f(xit) + ui + vit
変数はすべて対数値、また括弧の中の数値は標準誤差
a: 残差項に不均一分散を仮定 var(vit)=σi2
b: 残差項にAR(1)の自己相関を仮定 : vit = ρ vit-1 + εit
c: Breusch and Pagan ラグランジュ乗数検定 H0: var(vi) = 0








































ーション結果からこの均衡点の変化による 1997 年から 2005 年までの太陽電池の平均の価格低下
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CO2 量を求める。この計算では太陽光発電の寿命を 20 年、また年間初期発電量の 1%ずつ発電効
率が低下することを仮定し CO2 削減量を計算する（注）。また太陽光発電の CO2 排出単位原には
3.2.4 節で使った多結晶シリコン電池の 58.61g-CO2 を利用する。第 2-2-15 表に補助金制度の
CO2 排出量削減効果の推定結果を示す。1997 年から 2005 年までの補助金制度がもたらした太陽






                                                  
（注） 太陽光発電システムで用いられているパネル寿命としてメーカーでは 20 年を設定している場合が多い。また 10 年後の発電
効率としてメーカーでは初期発電量の 90%を保証していることが多い。 
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第 2-2-15 表 補助金制度による太陽光発電の普及と CO2 削減量 
1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 計
観測データ
導入量 (kW) 19486 24123 57691 74382 90997 141436 173688 200154 261742 1043699
総発生電力量 (MWh)a 336262 412415 914289 1063231 1321356 2017647 2227329 2649450 3143102 14085081
CO2削減量 (トン)
b 130137 167195 389347 477075 626882 1016047 1195878 1524438 1949566 7476563
補助金効果
導入量増分 (kW) 17999 22255 54424 62406 63211 91753 106717 74962 49639 543366
CO2削減量の増分 (トン) 120204 154250 367298 400261 435466 659135 734769 570935 369731 3812049
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第 6 節 補助金制度の費用対効果 
 
 前節では、1997 年から 2005 年度に給付された補助金が、太陽光発電の導入を 540MW 促進さ




1． CO2 の貨幣価値 




し、これらの被害額から 1 単位の CO2 排出量の増加がもたらす社会的費用を算出する。この方法は、
CO2 削減効果の本来の意味での貨幣価値を算出する一方で、想定する経済・社会シナリオや、損
失額の見積もりによって、CO2 の貨幣価値に大きな幅が生まれる。こうした社会的コストの変動幅へ
の関心から、Tol（2005）では CO2 の社会的費用を算出した 103 の事例研究を分析し、それらが算
出した CO2 の貨幣価値からノンパラメトリック推定を行っている（注 1）。この結果、CO2 貨幣価値の分
布の平均値は 3044 円/t-CO2($93/t-C)、中央値は 458 円/t-CO2($14/t-C)であった（注 2）。 
 CO2 の貨幣価値を求める第 2 の方法は、CO2 を削減するためにかかる費用をもとに算出する方法
である。環境省が実施している「低炭素社会への実現に向けた脱温暖化 2050 プロジェクト」では、
2050 年に 1990 年比で 70％の CO2 排出量の削減を行うのにどれだけ費用がかかるのかを算出し
ている。その結果、想定する経済シナリオや技術進歩によって幅はあるものの、年間約 7 兆円～9
兆 9 千億円の費用がかかり、CO2 の 1 単位あたりの平均費用に換算すると 6818 円～10882 円
/t-CO2 であった。この方法による CO2 の貨幣価値は、対策費用にもとづいた金額であるため政策
立案に受け入れやすい一方で、目標となる経済シナリオや技術進歩を達成するためにかかる費用
が高くつき、結果として CO2 の貨幣価値を第一の方法に比べて高く見積る傾向がある。 
 CO2 の貨幣価値を算出する第 3 の方法は、市場取引価格にもとづく方法である。CO2 取引におい
て先行している EU 諸国では 2005 年度に導入された欧州排出量取引制度(EU-ETS)を契機として
事業者間での CO2 排出権取引が活発化している。世界銀行の報告によると 2005 年から 2007 年
にかけての 3 年間で 35 億トンの CO2 が取引され、取引額は 824 億 US ドルであった。この金額にも
とつづくと、CO2 の平均取引額は 2700 円/t-CO2 程度となる。一方、国内では環境省主導の下に
自主参加型での排出枠取引が事業者間で実施されている。2005 年度から 2007 年度までに 31 社
がこの取引に参加し、8.2 万トンの排出枠が取引された。その取引額の平均値は 1212 円/t-CO2
であった。取引額にもとづいた CO2 の貨幣価値は、市場自体がいまだ未熟であることを反映して全
体的に低い金額となる傾向がある。 
 本節では、上記にあがった 3 つの方法による CO2 の貨幣価値を用いて、補助金制度による太陽
光発電の増分がそのライフサイクルに削減する CO2 の経済的価値を算出する。ここで将来の CO2
                                                  
（注 1） Tol, R. S. J. (2005), The Marginal Damage Costs of Carbon Dioxide Emissions: An Assessment of the Uncertainties, 
Energy Policy, 33, pp.2064-2074. 
（注 2） 1997 年の基準為替相場、1 ドル=120 円にて換算 
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削減効果をどれだけ割り引くかによってその経済価値の評価は大きく変わる。ここでは将来の割引
率を 0～5%まで変化させ、それぞれについての算出結果を第 2-2-16 表にまとめた。この表から、将




第 2-2-16 表 補助金制度による CO2 削減効果の経済的価値 
(a) (b) (c) (d) (e) (f)
458 1212 3044 6818 10882 11455
割引率 (%) 0 17.5 46.2 116.0 259.9 414.8 436.7
1 15.2 40.3 101.1 226.5 361.5 380.5
2 13.3 35.3 88.6 198.4 316.6 333.3
3 11.7 31.0 77.9 174.6 278.6 293.3
4 10.4 27.4 68.9 154.4 246.4 259.4
5 9.2 24.4 61.2 137.1 218.8 230.4
単位: 億円
1ドル = 120円 (1997年における基準外国為替, 日本銀行)
(a) Tol (2005)における中央値 ($14/t-C)
(b) 2005-2007の自主参加型CO2排出権取引の平均値
(c) Tol (2005)における平均値 ($93/t-C)
(d) 「2050日本低酸素社会シナリオ：温室効果ガス70%削減可能性検討」における下限値
(e) 「2050日本低酸素社会シナリオ：温室効果ガス70%削減可能性検討」における上限値






























 第 2-2-1７表では上記の外部性を考慮して, 補助金制度の社会的便益を算出した。 
ここで 期の補助金支出を 、それによる消費者余剰の増額を 、生産者余剰の増額を
, 外部性の増額 で表して、補助金制度の純効果を以下の式で測定している。 
 
 
ただし である。  
第 2-2-17 表において、将来価値の割引を考えずに、現状の国内市場取引額 1212 円/t-CO2
を CO2 価格に用いた場合、補助金制度の純効果は-156 億円となる。一方、環境省の 2050 日本
低炭素社会シナリオでの対策費用 6818～10882 円/t-CO2 を CO2 価格に用いて評価した場合に




















第 2-2-17 表 補助金制度の社会的便益 
0 1 2 3 4 5
補助金支出 (億円) 1035.0 995.9 959.1 924.3 891.6 860.7
消費者余剰の増分 (億円) 569.8 544.1 520.1 497.6 476.4 456.6
生産者余剰の増分 (億円) 263.2 250.9 239.4 228.6 218.5 209.0
CO2削減効果の増分 (億円)
CO2の貨幣価値 (円/t-CO2)
(a)    458 17.5 15.2 13.3 11.7 10.4 9.2
(b)  1212 46.2 40.3 35.3 31.0 27.4 24.4
(c)  3044 116.0 101.1 88.6 77.9 68.9 61.2
(d)  6818 259.9 226.5 198.4 174.6 154.4 137.1
(e) 10882 414.8 361.5 316.6 278.6 246.4 218.8
(f) 11455 436.7 380.5 333.3 293.3 259.4 230.4
補助金の社会的便益 (億円)
(a) -184.5 -185.7 -186.3 -186.4 -186.3 -185.9
(b)  -155.8 -160.6 -164.3 -167.1 -169.3 -170.7
(c) -86.0 -99.8 -111.0 -120.2 -127.8 -133.9
(d) 57.9 25.6 -1.2 -23.5 -42.3 -58.0
(e) 212.8 160.6 117.0 80.5 49.7 23.7
(f) 234.7 179.6 133.7 95.2 62.7 35.3
単位: 億円
1ドル = 120円 (1997年における基準外国為替, 日本銀行)
(a) Tol (2005)における中央値 ($14/t-C)
(b) 2005-2007の自主参加型CO2排出権取引の平均価格
(c) Tol (2005)における平均値 ($93/t-C)
(d) 「2050日本低炭素社会シナリオ：温室効果ガス70%削減可能性検討」における下限値
(e) 「2050日本低炭素社会シナリオ：温室効果ガス70%削減可能性検討」における上限値
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第 3 章 対象技術 2―――メバロチン（脂質異常症治療剤） 
 










第 2-3-1 図は、医薬品市場の売上高全体と脂質異常症治療剤の売上高の推移を、1986 年を
基準値（＝100）として示している。1986 年から 2006 年にかけての医薬品市場全体の売上高の伸
びが 2 倍程度に対して、脂質異常症治療剤市場の売上高の伸びは 7～8 倍となっている。特に
























                                                  
（注 1） 以前は高コレステロール症または高脂血症という名称だったが、2007 年 7 月より脂質異常症に名称が変更された。 


















　上市年 1989年 1981年 1985年
　上市時の薬価 254.8円 127.2円 96.6円
　副作用発現率 3.09% 9.60% 2.07%
  総コレステロール変化率 -18.0% -6.0% -13.5%























                                                  
（注 1） フィブラート系、プロブコール系の説明については、本節第 4 項で行う。 
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メバロチンの開発は、三共が 1971 年に化学物質の探索を始め、2 年後の 1973 年に世界で初め
て HMG-CoA 還元酵素物質を見つけることに成功した。そのため、メバロチンは世界初のスタチン




クリーニングを進め、1979 年 2 月に微生物からメビリノン（後のロバスタチン）の結晶の単離に成功し
た。そして、1980 年 4 月に三共に先駆けてロバスタチンのフェーズⅠを開始し、1987 年に世界初の
スタチン製剤であるロバスタチンの認可をアメリカ食品 医薬品 局（FDA：U.S. Food and Drug 
Administration）から取得した。 
それに対して、三共が開発をスタートさせるまでに時間を要し、実際に開発をスタートさせたのは、
HMG-CoA 還元酵素物質の発見から 8 年が経過した 1981 年で、販売に至っては 1989 年まで遅
れた。そのため、メバロチンは「世界初の HMG-CoA 還元酵素阻害剤」ではなく、「日本初の
HMG-CoA 還元酵素阻害剤」となった（注 1）。 
                                                  












第 2-3-4 表は主要な脂質異常症治療剤の販売年を示している。1980 年代は、フィブラート系の
医薬品が数多く上市されているが、メバロチン上市後の 1990 年以降に販売された医薬品では 3 分
の 2 以上がスタチン系の治療剤である。 
 
第 2-3-4 表 主要な脂質異常症治療剤の販売年 
1967年 ユベラニコチネート（エーザイ）



























1991 年の販売開始からローコールが販売される 1998 年までの 7 年間、メバロチン以外の唯一のス
タチン製剤であったこともあり、2001 年まで脂質異常症治療剤で第 2 位の売上高を記録していた。 
1998 年にノバルティス（現在のノバルティス・ファーマ）と田辺製薬（現在の田辺三菱製薬）の併
                                                  
（注 1） 各スタチン製剤の説明については、『脂質代謝異常-脂質異常症・低脂血症-』の 458-464 ページ、『月刊ミクス 2001 年










ステロール低下薬であり、0.2mg の処方量で LDL コレステロールを 30%低下させる効果を有してい










で開発し、2004 年に発売したリバロがある。リバロの特徴は、特に LDL コレステロール低下作用が
























第 2－3－5 図 スタチン製剤の売上高の比率 























フィブラート系治療薬は脂質異常症治療薬として最も長い歴史を有しており、1966 年に ICI ファ
ーマ（現在のアストラゼネカ）からアモトリール、1971 年に吉富製薬（現在の田辺三菱製薬）からコレ
ソルビン、1981 年に住友製薬（現在の大日本住友製薬）からリポクリンが販売され、これらが 1970










                                                  
（注 1） スタチン製剤以外の脂質異常症治療剤の説明については、『脂質代謝異常-脂質異常症・低脂血症-』の 465-493 ペー































第 2 節 脂質異常症の診断および治療 
















2002 年のガイドラインの診断基準も記載している（注 2）。 
第 2-3-6 表は日本動脈硬化学会が 2002 年、2007 年に制定したガイドラインのコレステロール等
の基準値を示している。なお、各基準値は空腹時採血による数値である。 
 
















                                                  
（注 1） 例えば、Nippon Data80 Research Group（2006）’Risk Assessment Chart for Death from Cardiovascular Disease Based 
on a 19-Year Follow-up Study of a Japanese Representative Population,’ Circulation Journal, Vol.70, pp.1249-1255.
など。 
（注 2） 本報告の第 3 節、4 節における分析では、1991 年から 2005 年のデータを使用しているため、分析に用いる脂質異常症






基準値から外れると治療の対象となり、第 2-3-7 図に従って治療方法が決定される。 
 











































中性脂肪 高血圧 糖尿病 喫煙


























































第 3 節 脂質異常症治療剤の需要構造 




 本項では、具体的に推定するモデルを構築する。需要関数の推定には、discrete choice model
に基づく方法を用いる。この手法を用いることで、脂質異常症治療剤の需要を、たがいに品質の異
なるブランドごとに推定することが可能となる。 











のときの需要者の効用は 0 とする。 
 
     (1) 
 
 は、医師 が脂質異常症治療剤 を処方することで得られる効用、ベクトル は、脂質異常症治
療剤 の観察することのできる特徴、 は脂質異常症治療剤の価格、 は観察することのできない














れを図示すると、第 2-3-9 図となる。 
 
















































療剤と他の脂質異常症治療剤との代替性を示すパラメータで、0 以上 1 未満となる。 のとき、
市場はグループに分かれていないといえ、 が大きくなるにつれて、需要者の好みも、同じグルー
プにある治療剤での相関が高くなる。 






常症治療患者に対する販売量の割合で定義する。式（4）の第 1 項は、脂質異常症治療剤 のグル
















































は t 年の薬価基準（新薬価）、 は t-1 年（前年）の薬価調査の加重平均（市場取引価格）、
は t-1 年の薬価基準（旧薬価）、r は一定価格幅（R 幅）を示している。つまり、前年に取引され
ていた医薬品の取引価格の加重平均と前年の薬価に一定の調整幅を乗じた値を加えたものが新
薬価となるため、この（7）式を用いて取引価格を計算した。 
R 幅については、新薬価算定方式が制定された 1991 年時点では 15％に設定されていたが、そ
の数値は年々変化してきている。第 2-3-10 表に R 幅の推移を示しているが、1992 年からおおむね
2 年毎に薬価改定が行われ、その幅は縮小してきた。そのため、現在の薬価制度では、①上市後
の年数が経過するほど薬価は安くなっていく、②上市後の年数が経過するほど薬価と取引価格の
差が 0 に近づくため、医師や医療機関が薬価差益を得ることが困難になる、という特徴がある。 
 






















                                                  
（注 1） 薬価制度については、『日本の薬事行政』の 124-134 ページを参照した。 
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定義された総コレステロール値が 220mg/dL 以上の人数を把握するため、2000 年に厚生労働省
が実施した『第 5 次循環器疾患基礎調査』を用いた。同調査は、30 歳以上の男女 5,132 人の総コ
レステロール値を測定しており、30-39 歳、40-49 歳、50-59 歳、60-69 歳、70 歳以上の男女別に

















いる。そして、『医薬品市場統計』から、各高脂血治療剤 1 パッケージあたりの容量を確認し、1 日
当たりの標準使用量と 1 パッケージあたりの容量を用いて、1 パッケージから何人分処方できるかを
計算する。 














                                                  
（注 1）  『第５次循環器疾患基礎調査』の対象は 30 歳以上となっているが、30 歳未満の個人でも脂質異常症の患者が
存在しているはずである。しかし、厚生労働省が発表した『平成 17 年患者調査』を確認すると、脂質異常症患











第 2-3-11 表 推定結果 
Std. Err. Std. Err. Std. Err. Std. Err.
薬価差（対数） 0.000 0.001 0.000 0.001 0.000 0.001
パッケージ数 0.047 *** 0.008 0.042 *** 0.008 0.047 *** 0.008
ブランドダミー -0.326 *** 0.109 -0.197 * 0.112 -0.326 *** 0.109
上市後の経過年数 0.053 *** 0.011 0.064 *** 0.011 0.044 *** 0.010 0.053 *** 0.011
上市後の経過年数の2乗 -0.001 *** 0.000 -0.001 *** 0.000 -0.001 *** 0.000 -0.001 *** 0.000
グループ内シェア（対数） 0.971 *** 0.012 0.981 *** 0.012 0.966 *** 0.012 0.971 *** 0.012







Std. Err. Std. Err. Std. Err. Std. Err.
薬価差（対数） 0.012 0.008 -0.006 0.009 -0.005 0.008
パッケージ数 0.061 *** 0.011 0.065 *** 0.014 0.065 *** 0.013
ブランドダミー -0.161 0.137 -0.026 0.166 -0.179 0.148
上市後の経過年数 0.086 *** 0.016 0.102 *** 0.021 0.080 *** 0.020 0.081 *** 0.019
上市後の経過年数の2乗 -0.002 *** 0.000 -0.002 *** 0.000 -0.001 *** 0.001 -0.001 *** 0.000
グループ内シェア（対数） 0.837 *** 0.040 0.903 *** 0.055 0.805 *** 0.047 0.829 *** 0.044









あり あり あり あり
0.994 0.992 0.993 0.994
あり あり あり あり
あり あり あり あり
Coeffcient Coeffcient Coeffcient Coeffcient
あり あり あり あり
0.996 0.995 0.996 0.996
405
2ＳＬＳ
（モデル2-1） （モデル2-2） （モデル2-3） （モデル2-4）
あり あり あり あり
あり あり あり あり
あり あり あり あり
なし なし なし なし
OLS
（モデル1-1） （モデル1-2） （モデル1-3） （モデル1-4）
Coeffcient Coeffcient Coeffcient Coeffcient
 
 













































エラスチーム 0.019 その他の治療剤  
 




















































































し、「NIPPON DATA RESEARCH 80」の年齢・性別・コレステロール水準別の「1 年以内死亡確率」
を掛け合わせ、それらを合計したものを当該年の死亡者数とする。ここで、大まかにはコレステロー
ル値が高いほど死亡確率は高くなるので、「(a)における死亡者数 < (b)における死亡者数」となる。
ただし、「NIPPON DATA RESEARCH 80」の調査の対象となる脂質異常症患者は、40～79 歳の男
女で、総コレステロール値が 220～279mg/dl となっているので、本報告のシミュレーションの対象も
「NIPPON DATA RESEARCH 80」に合わせた。 
 








                                                  












第 2-3-13 図から第 2-3-16 図は、各グループのメバロチンが存在している実際のシェアとメバロ
チンが存在しない仮想的な市場でのシェア（シナリオ 1、シナリオ 2）を示している。 
第 2-3-13 図のスタチン製剤のシェアの変化をみていくと、メバロチンがあったケース（観測値）で




























測値）では、1991 年から 2005 年にかけて、シェアは低下傾向にある。次に、メバロチンが存在しな
いシナリオ 1 をみていくと、リポバス以外のスタチン製剤が販売されていない 1990 年代半ばまでは、
それほどシェアを低下させることはなく、1993 年から 1996 年にかけては若干シェアを伸ばしている。



























































































比較すると、1991 年から 2005 年の 15 年間にメバロチンが存在したことで、男性 4,815 人、女性







を比較すると、1991 年から 2005 年の 15 年間にメバロチンとはじめとするスタチン製剤が存在したこ






























































第 2 節で記したように、2007 年の改定されたマニュアルでは、脂質異常症を判断する際は、総コレ
ステロールではなく、LDL コレステロール、HDL コレステロール、中性脂肪の値が用いられており、
特に LDL コレステロールが動脈硬化の進行において、最も重要な要因であることが明らかになりつ













第 4 章 対象技術 3――高精細度デジタルテレビ（HDTV）（注）技術 
 
第 1 節 カラーテレビ市場の推移 
 
1．カラーテレビ市場の変動 
 長らくカラーテレビ市場は成熟市場といわれてきた。1970 年代に世帯普及率がほぼ 100%に達し
た後は、買い替え需要や住居の異動にともなう購入が主となり、市場規模はほぼ横ばいで推移した。







り、ブラウン管テレビでは製品の特性上 36 インチ前後を限界とするのと対照的に、100 インチを超え
る画面サイズのテレビが実用化されている。薄型テレビのこうした優位点に加えて、後述するデジタ
ル放送の開始にともなって、薄型テレビはカラーテレビ市場の主要製品になってきている。 
 第 2-4-1 図はカラーテレビの国内市場規模の推移を示したものである。2000 年時点ではほぼブ
ラウン管テレビが占有しており市場規模は約 4,900 億円であったが、2002 年以降は液晶テレビやプ
ラズマテレビのシェアが上昇し、2007 年には市場規模が 11,800 億円に拡大、液晶テレビが 8 割弱、
PDP テレビが 2 割弱を占めるにいたっている。国内のカラーテレビ市場は、2000 年代に入ってブラ
ウン管テレビから薄型テレビへ主力製品が移行し、市場構造の大きな変化が生じている。 
 















出典：GfK Japan 販売額および JEITA 出荷台数より作成 





 また、第 2-4-1 図と国内の総販売台数の減少という事実から、1 台あたりの製品価格が上昇して







た国内出荷台数では、ブラウン管テレビが 2000 年の 1018 万台（国内市場の 96.6%）から 2007 年
には 63 万台（同 6.9%）に減少している一方、液晶テレビが 2000 年に 42 万台（同 4.0%）から 2007
年には 741 万台（同 82.3%）へと急激に増加、プラズマディスプレイテレビも数千台規模から 2007 年
には 97 万台（同 10.7%）へと出荷台数を伸ばしている。 
 液晶テレビに用いられている液晶パネルは、もともと電卓用として開発され、初期はパネルサイズ
の小さいノートブック PC や小型テレビ用として製品化が進んできた。契機となったのは、液晶テレビ
メーカーの大手であるシャープが 1990 年代末に 28 インチの大型液晶テレビを実用化したことであ
る。これ以降、家庭用テレビとして液晶パネルの大型化が進み、2007 年には平均画面サイズで 30
インチに達している（第 2-4-2 図）。 
 一方、プラズマディスプレイテレビは技術の特性上、画面の大型化が容易であり、既存市場にお
ける高付加価値製品として 1990 年代後半から製品化されてきた。初期のプラズマディスプレイ
（PDP）は 50 インチサイズで価格が 100 万円を超えるハイエンド製品に特化していたが、2001 年以
降、量産プロセスの技術的確立、液晶ディスプレイとの技術開発競争などを背景にして、ボリューム
ゾーンである 37 インチや 42 インチの製品が登場している。この結果、急速に低価格化が進んだ。 
 
 
























 第 2-4-3 図は液晶ディスプレイ（LCD）とプラズマディスプレイ（PDP）別に 1 インチあたりでみた平
均小売価格の推移を示したものである。カラーテレビ市場では、1 インチ 1 万円を切ると普及が進展
するという経験則がある。薄型テレビの登場した初期では、プラズマディスプレイは 1 インチ 2 万円を
超え、液晶ディスプレイも 30 型以上は同様の価格水準であった。2004 年までは、インチサイズで 37
型以上はプラズマ、32 型以下は液晶という製品の住み分けがみられたが、液晶ディスプレイの大型
化が進展したことで両方式のテレビが競合するようになり、一層パネル価格の低下が進んでいる。
液晶のパネル 1 インチあたりの価格は 2007 年に 5000 円を切る水準にまで下落し、プラズマディス
プレイパネルもほぼ同レベルにまで低下している。こうした平均小売価格の急速な低下により、薄型
テレビの普及が進んでいる。 















第 2 節 高精細化とデジタル放送 
 
1．放送方式の高精細化 
 現 在 普 及 し て い る 薄 型 テ レ ビ の 多 く が 高 精 細 度 デ ジ タ ル テ レ ビ （ HDTV ： High Definition 
TeleVision）である。高精細度テレビは高品位テレビともいわれ、従来のテレビに比べて走査線の
数が向上したものをいう。放送形態は各国で異なるが、日本の場合、従来は NTSC 方式といわれ、
525 本の走査線で放送していた。高精細度テレビでは走査線が 1125 本または 1250 本に増えて、
従来よりも画質が向上する。また、画面の縦横比（アスペクト比）も従来は 4：3 であったが、高精細
度テレビでは 16：9 となり横長の画面となる。 







 第 2-4-4 図は市販テレビにおけるハイビジョン対応テレビと地上デジタル放送対応品の比率の推
移を示したものである。地上デジタル放送については後述するが、ハイビジョン対応品と地上デジタ
ル放送対応品の比率をみると、2004 年には約 10％にとどまっていたものの、その後急速に対応機































ハイビジョン放送は当初アナログの MUSE 方式であり、NHK の BS アナログハイビジョンとして放送さ
れていたが、2000 年 12 月 1 日より BS デジタルハイビジョン放送が開始された。デジタル放送には
いくつかの規格があり、日本では ISDB 方式が採用されている。その後、2003 年 12 月 1 日より東京、
名古屋、阪神の三大都市圏にて地上デジタル放送が始まり、デジタルハイビジョン放送が本格的
な普及段階に入っている。BS アナログハイビジョン放送は 2007 年 9 月で終わり、地上アナログ放送













































 第 2-4-6 図はマザーガラスの世代別の発展を表しており、各世代で画面サイズ当たりの面取り数
を示したものである。例えば、第 5 世代の製造プロセスは 2002 年から開始され、マザーガラス 1 枚




に第 6 世代の製造プロセスをもつ亀山第 1 工場を立ち上げ、2006 年には隣接地に第 8 世代の亀
山第二工場が稼動した。亀山第 2 工場では第 1 工場と比較して、装置間のガラス搬送距離が半減、
TAT も半分に短縮、投資生産性は約 2 倍になったとされる。パネルの低価格化には、こうしたマザ
ーガラスサイズでみた世代別の発展からも大きな影響を受けている。 
 













出典：電子ジャーナル社「2007 LCD 工場・装置・設備」などによる 
第5世代 第6世代 第9世代 第10世代
2002年～ 2004年～ 2009年～
型 cm 1100×1300 1500×1850 1870×2200 1950×2250 2160×2460 2200×2500 2400×2800 2880×3080
23 58 8 21 21 32 32 30 40
26 66 6 18 18 18 24 24 32
32 81 3 8 12 12 15 15 18 24





















































うした背景には薄型テレビ産業の特性として次の 3 点が背景にある。 











 第 3 に、競争環境である。大型の薄型テレビはシャープにより 1999 年に初めて商品化され、世界




 第 2-4-7 図はマザーガラスのサイズを縦軸にして時系列で東アジア 4 カ国・地域の工場稼動年を
プロットしたものである。第 3 世代（3G）までのパネル生産は日本を中心としていたが、第 4 世代以降
は韓国や台湾の工場が相次いで稼動している。特に、第 4 世代以降はガラス世代の交代スピード
があがっており、先に述べた第 1 の点の証左となっている。 
 薄型テレビは液晶ディスプレイ、プラズマディスプレイなどの異なる方式で競合するとともに、サム
ソン電子や LG 電子などの韓国メーカーや台湾メーカーの台頭による、東アジアにおける増産競争

























注：図中の G はマザーガラスの世代を表す。1G は第 1 世代の意味。 




第 4 節 新製品が生み出した消費者価値 
 
 本節では、カラーテレビ市場において新たに投入された技術、新製品がどれだけの消費者価値




















ここで、 は価格、 は研究者が観測できる製品属性値、 は研究者には観測できないが消費者
には観測される製品属性値である。 





































 上記で定義した効用関数からは Berry(1994)に従い、製品 に対して以下の需要モデルが
導出される。 
 
                     (A) 
 
ここで、 は製品 の 期におけるマーケットシェア、 は製品 のグループ 内でのシェアである。 
 
2．データについて 
 カラーテレビ市場における需要関数を推定するのに用いるデータは、(株) GfK Japan 提供の全
国 2500 店舗以上の家電量販店から集計された POS データである。（注）このデータは国内の 5 地域
（1：北海道・東北、2:関東・甲信越、3：東海・北陸、4：近畿、5：中国・四国・九州）ごとに集計された
ものであり、製品型番ごとの販売量、販売額、および主要な製品設計属性値が識別されている。ま
たデータの集計期間は 2000 年第 1 四半期から 2007 年第 4 四半期である。データに含まれる製品
属性には、パネルタイプ（CRT、LCD、PDP）、パネルサイズ、メーカー、ハイビジョン放送への対応
有無（アナログ、デジタル）、地上デジタル放送への対応の有無、発売日、アスペクト比などが含ま
れている。また 1 市場（1 四半期・1 地域）につき 1000 型番を超える製品の販売データが含まれて























以上のデータコーディングによって、1 市場につき 50～90 程度の製品にまとめた。2000 年第 1 四
半期から 2007 年第 4 四半期全体での総製品数は全 2237 製品となり、これらが 5 地域あるためデ




















































で回帰してパラメータ 、 および を推定する。第二段階では得られた の推定値を製品属性値


















 第 2-4-9 表に需要関数の推定結果を示す。表中のモデル(1)、(2)は操作変数を用いずに通常の
OLS で回帰した結果であるが、モデル(1)では製品固有ダミーを用いていないのに対して、モデル
(2)では、製品固有ダミー変数を用いて Nevo(2001)の 2 段推定をした結果である。またモデル(3)、
(4)は操作変数を用いた 2SLS の結果であるが、OLS の場合と同様にモデル(3)では製品固有ダミー
を用いず、モデル(4)では用いた場合の結果である。また、操作変数には Hausman の操作変数を用
いて 2SLS を行ったところ OLS よりも価格の係数が低い値となった。したがって、第 2-4-9 表の 2SLS
では BLP の操作変数(同じメーカーの製品数と他メーカーの製品数の 2 変数)だけを用いた結果を
掲載している。 
 
第 2-4-9 表 需要関数の推定結果 
Estimate Std. Err. Estimate Std. Err. Estimate Std. Err. Estimate Std. Err.
log(価格) -0.689 0.018 *** -0.489 0.026 *** -0.794 0.024 -1.763 0.176





F stat. (χ2 stat.) *** ***
R2
Estimate Std. Err. Estimate Std. Err. Estimate Std. Err. Estimate Std. Err.
切片 -7.456 0.053 *** -8.007 0.163 *** -7.481 0.054 *** -7.011 0.325 ***
LCD 0.583 0.024 *** 0.532 0.055 *** 0.679 0.028 *** 1.757 0.064 ***
PDP 0.203 0.029 *** 0.028 0.074 0.295 0.033 *** 1.215 0.089 ***
サイズ2 3.018 0.028 *** 3.373 0.130 *** 3.062 0.029 *** 3.891 0.223 ***
サイズ3 3.510 0.033 *** 3.866 0.136 *** 3.613 0.037 *** 5.276 0.228 ***
サイズ4 2.859 0.042 *** 2.980 0.137 *** 3.028 0.049 *** 5.143 0.224 ***
サイズ5 1.514 0.052 *** 1.442 0.159 *** 1.735 0.062 *** 3.945 0.250 ***
アナログハイビジョン -0.587 0.046 *** -0.500 0.084 *** -0.554 0.046 *** -0.005 0.116
デジタルハイビジョン 0.317 0.022 *** 0.239 0.055 *** 0.373 0.023 *** 0.750 0.064 ***
地上デジタル放送 0.564 0.022 *** 0.422 0.055 *** 0.578 0.022 *** 0.666 0.063 ***
ブランドダミー *** ** *** ***




Yes Yes Yes Yes
0.929 0.956 0.929 0.961
4405.17 179.20 1.00E+05 200.18
2nd Stage Estimation 2nd Stage Estimation
- 0.997 - 0.997
- 21961.84 - 4.10E+06
Yes Yes Yes Yes
Yes Yes Yes Yes
Yes Yes Yes Yes
No Yes No Yes
1st Stage Estimation 1st Stage Estimation
OLS 2SLS












 まずパネルタイプに関しては、CRT をベースとして、LCD および PDP の係数は有意に高く、これら
新しいパネルタイプの製品から消費者が受けている便益は高いといえる。そして、この効用差を等し
くする金銭的対価は CRT を 1 とした場合、LCD が 2.7、PDP が 2.0 であった。つまり、その他の要因
をコントロールした場合、消費者は CRT 価格の 2.7 倍を LCD に対して、2.0 倍を PDP に対して支
払っても良いと考えていることを意味する。一方、カラーテレビのサイズに関しては、必ずしもサイズ
の大きい製品の効用が高いとはいえない結果となった。日本の家庭環境を反映してか、サイズ 3(20
～30 インチ)の製品の効用が最も高く、ついでサイズ 4(30～40 インチ)、サイズ 5(40 インチ～)、サイ











第 5 節 新製品が市場に与えたインパクトの測定 
 







 本稿では、以下 2 つのシナリオを比較対象として用いて分析を行う。 
  
シナリオ 1： 2000.1 期当初に発売されている製品構成のうち、HDTV（画面サイズが 20 インチを超
える LCD および PDP）を CRT に置き換え、その製品構成が 2007.4 期まで続く。また各製品の限界













ている。ただしシナリオ 2 で想定するコスト低下は、あくまで実際の市場、つまり HDTV の登場によっ
て CRT が市場から消えていくプロセスにおいてのコスト低下である。もし HDTV が登場しなければ、
メーカーは CRT の生産拠点を海外に移設せず、国内でそのまま製造していたかもしれない。この場
合には CRT の価格低下は現実に観測されるようには進まなかった可能性が高い。したがって、















ここで は企業 が提供している製品の集合、 は市場 のマーケットサイズ、 は製品 の限
界費用である。 
 上記のプロフィットファンクションの 1 階の条件を解いて、以下のように限界費用がベクターフォー
ムで与えられる（表記簡略化のため、市場インデックス を省略する）。 






ウンターファクチャルのシミュレーションを行う。2000.1 期に存在する HDTV（20 インチ以上の LCD




























 第 2-4-10 図および第 2-4-11 図にサイズ 1 グループの販売台数を平均価格の推移を示す。この
グループの製品に関しては、観測値とシナリオ 1（仮想的に製品を入れ替え限界費用は観測値の
まま）で販売台数および平均価格が近いことがわかる。今回のシミュレーションで仮想市場において






















































































第 2-4-14 図および第 2-4-15 図にパネルサイズが 3 のグループの販売台数と平均価格の推移
を示す。このグループにおいても、サイズ 2 グループと同様の傾向が見て取れる。現実では多くの




























































































 生産者便益の推移についてのグラフを第 2-4-18 図に示す。図より、シナリオ１、2 と比較した場合
においても生産者の便益は現実市場の方が高いことがわかる。2000.1 期から 2007.4 期までの生産
者便益の総計を計算するとシナリオ 1 が 564 億円、シナリオ 2 が 644 億円であるのに対して、現実
の市場では 1887 億円となり、およそ 2.9～3.3 倍程度まで利益が増加している。これは付加価値の
高い新製品を市場に投入することで生産者は利益を大きく拡大させたことがわかる。 
 






























第 5 章 小括 
 
 第 2 部では、科学技術によるイノベーションの成果として、3 つの個別事例を取り上げ、それらイノ
ベーションの成果によって創出された経済的・社会的な価値や効果を定量的に分析した。個別事
例には、過去の調査結果においてインパクトが特に高いと評価された「太陽光発電」、「脂質異常









テムの国内導入量は大きく伸び、2007 年末までに累積 1.9GW までに達している。本調査にお
いて太陽光発電システムを導入した世帯の電力料金は 8 万円/年ほど節約され、また経済全





































製品の投入によって 3 倍程度まで利潤を増加させたことが示された。 
 
 






 第 1 部での TFP による分析が、我が国における国・産業に注目したマクロレベルでのイノベーショ
ン活動を分析の対象としているのとは対照的に、この第 2 部での分析では、個別の製品市場を取り
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明城 聡    第１研究グループ 研究員 
（３章担当） 




古宅文衛   総合研究部門 副主任研究員 
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